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要 旨

１ （平成 ）年に公表された「ソーシャルビジネス研究会報告書」（経済産業省）におい
て、ソーシャルビジネスは「少子高齢化や環境など様々な社会的課題が顕在化する中、そうし
た社会的課題をビジネスとして事業性を確保しながら自ら解決しようとする活動」と定義され
ている。ソーシャルビジネスは、慈善活動やボランティアとは異なり、持続可能なビジネスモ
デルを通じて社会問題を解決することを目的とする点に特徴があり、社会性、事業性、革新性
の つの要件を満たすことが求められる。

２ 沖縄県の島嶼性や地域性といった地理的特性と、戦後復興からの経済格差や雇用などの社会
課題を背景に、沖縄におけるソーシャルビジネスは地域性が強くコミュニティビジネスに近い
要素がみられた。

年代初頭は、自分たちが住む地域コミュニティで「自分の仕事おこし」として地域の
なかに雇用の場を創出し、社会で必要とされていることを見つけ、利益だけでなく社会的な意
義をも追求するビジネスの手法を取り入れた「コミュニティビジネス ソーシャルビジネス」
が地域活性化の手法の一つとして注目された（ （平成 ）年度「対米協研究シリーズ
コミュニティビジネス 身の丈経済論のススメ」（沖縄地域政策研究会））。

（平成 ）年 月には、県内のソーシャルビジネス振興に向け官民連携の組織である
「沖縄ソーシャルビジネス振興連絡会」が設置された。その構成員であったＮＰＯ法人しまん
ちゅビジネス協議会では、ソーシャルビジネス コミュニティビジネスを「しまんちゅビジネ
ス」と県民に理解しやすい名称で紹介し、しまんちゅビジネスを「地域にかかわる継続的な活
動または事業」と定義した。

（平成 ）年９月の国連サミットで採択された 以降は、世界全体の取り組みの
中、県内でも推進のための仕組みが整備され、 の達成や社会課題解決の取り組みが一般
企業・団体にまで広がりを見せている。

３ 社会課題の解決を目的としたソーシャルビジネスに対する関心の高まりに伴い、資金的支援
の仕組みも多様化している。従来の税金による委託事業や寄付を原資とした活動から、近年で
は、民間企業や金融機関、投資家等が出資を行い、経済的リターンだけでなく、社会的インパ
クトを求めるような資金調達の手法（クラウドファンディング、寄付税制、休眠預金事業、社
会的インパクト投資）も生まれている。

沖縄公庫融資先インタビューを実施した つの企業は、「地域資源の活用」×「ビジネスモデ
ルへの理解の獲得」×「外部支援の活用」 という共通した特徴を持っている。
インタビューを行った 社のほか、事例紹介 先を含めたこれらの企業は、助成金、委託事

業など多様な収益源を活用しつつも、依存しすぎることなく自立した収益モデルの実現に努
め、複数の事業や安定した売上で収入確保に取り組み運営の安定化を図っている。また、すべ
て自社で賄うのでなく、外部のリソースと適切に連携しながら小さくスタートし、成長に合わ
せて規模の拡大をおこなっていることが、持続可能なビジネスモデルを構築している点で共通
していた。社会課題は複数の要因や問題構造と複雑に連鎖しており、根本的な解決に導くに



は、１事業者で取り組むだけでは解決は難しい場合が多い。各社は行政、企業、地域住民と連
携を進めることで、自社だけでは足りない資源やネットワークの調達を図ってビジネスモデル
を構築している。

沖縄のソーシャルビジネスを支える環境の構築に向けた課題として、以下の つを挙げる。
①適切な評価を行うための在り方
社会的インパクト評価ができる県内の産官学金の体制づくりが必要である。ソーシャルビジ

ネスは時として、既存にはない新たなビジネスモデルへのチャレンジである。経済的リターン
だけではなく、社会的インパクトの意義も評価しながら、事業実施のための伴走支援が必要で
ある。適切な評価を受けることで、ソーシャルビジネスに取り組む企業の社会的信頼度も上が
り、より多くの地域資源のマッチングが可能である。
②社会課題解決という社会をより良くしようとしているチャレンジへの多くのサポート
特に資金調達においては、融資などの返済が必要な資金だけでなく、助成金、補助金の活

用、出資＋融資、助成金＋融資、寄付＋融資など企業の成長段階に合わせた資金支援が求めら
れる。
③担い手が抱える経営課題を解決するため、企業から 法人まで多様な組織形態に対応し
た支援体制と互いのネットワークが活用できるプラットフォームの構築
ソーシャルビジネス分野に取り組む法人格は多様なことから、県外で展開しているソーシャ

ルビジネス支援ネットワークのようなプラットフォームを構築することで、担い手の拡大につ
ながる。
今後、これらの企業、行政、地域、大学、金融機関等が連携し、新たな価値創出を行うこと

で、持続可能な地域社会の形成に貢献することを期待したい。



．沖縄公庫におけるソーシャルビジネス関連融資実績
「ソーシャルビジネス支援資金」および「沖縄ソーシャル融資」の実績
（本文図表 、図表 ）
➢ （平成 ）～ （令和 ）年度上半期までの融資実績（累計）は、 件、

億 百万円となった。
➢ （令和 ）年度上半期（ ～ 月）の融資実績は、 件、 億 百万円と件数ベー

スでは過去最高の実績となる見込み。

沖縄公庫におけるソーシャルビジネス関連融資の利用者像
（ （令和 ）年度上半期融資実績） （本文図表 ～図表 ）

項目 コメント
① 資金使途別 ➢ 運転資金が約半数を占め、設備資金・運転資金共が約 割、設備資金が

約 割
② 融資金額別
（設備資金／運転資金）

➢ 設備資金・運転資金ともに 万円以下が約 ～ 割を占める
➢ 万円超は設備資金で ％、運転資金では ％に留まる

③ 組織形態別 ➢ 株式会社および合同会社が約 割を占め、個人が約 割、一般社団法人
が約 割

④ 業種別 ➢ 医療・福祉が ％と最多となっているが、学術研究、専門・技術サ
ービス業をはじめ製造業や卸売業・小売業、教育・学習支援業など多岐
にわたる

⑤ 代表者年齢別 ➢ ～ 歳が ％と最多であり、 ～ 歳が ％、 ～ 歳が
％、 歳以上が ％、 歳以下が ％

⑥ 開業年数別 ➢ 融資時の開業年数は、開業前が約 割を占め、開業後 年～ 年以内が
約 割、開業後 年超は約 割

⑦ 斯業経験有無別 ➢ 斯業経験は有りが約 割

公益社団法人みらいファンド沖縄：小阪 亘
沖縄振興開発金融公庫：安次富 倫子、前川 美也子
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はじめに

近年は、人々の価値観の多様化やライフスタイルの変化、 に対する関心の高まり等を受け、
高齢者、障がい者の介護・福祉や子育て支援に取り組むＮＰＯ法人や介護・福祉事業者の他にも、
社会課題の解決を目指す「ソーシャルビジネス」に着目する事業者が増えてきました。沖縄振興開
発金融公庫（以下、沖縄公庫）でも、 （平成 ）年に生業資金にソーシャルビジネス支援資
金を創設、さらに （令和 ）年には、地理的・歴史的な特殊事情を背景とした沖縄の社会課題
の解決に向けた事業者の取り組みをより一層促進していくために、沖縄社会課題対応企業等支援貸
付（通称：沖縄ソーシャル融資）を創設し、支援に力を入れています。
沖縄公庫調査部では、当公庫をはじめとする関係機関がソーシャルビジネスの担い手を積極的に

支援する一助とすることを目的に、公益財団法人みらいファンド沖縄へ委託し本レポートを取りま
とめました。本レポートは、沖縄のソーシャルビジネスの現況について整理し、あわせて沖縄公庫
融資先で県内のソーシャルビジネスに取り組む事業者へのヒアリングを通して、共通点や課題など
をまとめています。
第 章では、ソーシャルビジネスの定義や歴史的な背景、特徴に加え沖縄におけるソーシャルビ

ジネスの広がりについて整理しています。
第２章では、クラウドファンディング、寄付税制、休眠預金事業、社会的インパクト投資といっ

た多様な資金的支援の広がりを整理しました。
第 章では、沖縄公庫の「ソーシャルビジネス支援資金」および （令和 ）年度新たに創設

した「沖縄社会課題対応企業等支援貸付（通称：沖縄ソーシャル融資）」の融資実績を中心に取り
まとめました。
第 章では、沖縄県内での社会課題を解決する事業者の事例を８社紹介しています。事例の選定

に当たり、特定非営利活動促進法（ （平成 ）年法律第 号）別表に掲げる の活動にかか
る事業を参考にしました。
本レポートをまとめるに当たって、事業者の皆さまにはお忙しいなか快くヒアリングにご協力い

ただきました。貴重なお話をお伺いすることができ、改めて感謝申し上げます。

本レポートが社会課題解決に向けて各分野で従事されている方々をはじめ、多くの皆様にご活用
いただくことを願い、また今後も皆様のご意見を頂戴しながら内容の改善・充実を図っていきたく、
有益なご示唆を賜ります事を心からお願い申し上げます。
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沖沖縄縄ににおおけけるるソソーーシシャャルルビビジジネネススのの現現況況  

1 ソーシャルビジネスとは何か 
 
（１） ソーシャルビジネスの歴史的な経緯・期待される背景 

ソーシャルビジネスは、我が国では、 （平成 ）年に経済産業省が発表した「ソーシャルビ
ジネス研究会報告書」で、「少子高齢化や環境など様々な社会的課題が顕在化する中、そうした社会
的課題をビジネスとして事業性を確保しながら自ら解決しようとする活動」と定義された。ソーシ
ャルビジネスが誕生した背景とこれまでの経緯について考察する。

①① 年年代代ににおおけけるるイイギギリリススののソソーーシシャャルルビビジジネネススのの誕誕生生
年代のイギリスにおいて、公共サービスを縮小する「小さな政府」政策が実施され、この政策

の影響により経済の低迷および失業率の上昇といった社会課題が深刻化した。このような状況下に
おいて、政府や市場経済に依存せず、地域社会が主体的に社会問題を解決する新たな試みが行われた。
民間が地域のニーズに応じた事業を展開し、持続可能なビジネスモデルの模索が進められ、ソーシャ
ルビジネスという概念の発展へとつながるものであった。

②② 年年ユユヌヌスス氏氏ののググララミミンン銀銀行行のの取取りり組組みみ
（平成 ）年、バングラデシュの経済学者であるムハマド・ユヌス氏が中心となり創設した

グラミン銀行がノーベル平和賞を受賞。ユヌス氏は、貧困層に対し小額の無担保融資を提供するマイ
クロファイナンスの手法を確立し、経済的自立の支援を実現した。この取り組みは、ソーシャルビジ
ネスの代表的事例として世界的に注目され、社会問題の解決と経済活動の両立を可能にする新たな
ビジネスモデルの可能性を示した。

③③ 年年経経済済産産業業省省「「ソソーーシシャャルルビビジジネネスス研研究究会会報報告告書書」」
ソーシャルビジネスが注目され期待されつつも、わが国では認知度は低く支援体制は整っていな

かった。現状整理、課題及び解決策の整理が必要という認識から、ソーシャルビジネス研究会が経
済産業省で設置された。 （平成 ）年に発表された「ソーシャルビジネス研究会報告書」にお
いて、ソーシャルビジネスの定義は、「少子高齢化や環境など様々な社会的課題が顕在化する中、そ
うした社会的課題をビジネスとして事業性を確保しながら自ら解決しようとする活動」とされた。
この概念は、慈善活動やボランティアとは異なり、持続可能なビジネスモデルを通じて社会問題を
解決することを目的とする点に特徴がある。また、ソーシャルビジネスには、以下の三つの要件を
満たすことが求められ、報告書には、ソーシャルビジネスを推進するための課題や今後の政策の方
向性についてもまとめられた。

 社会性 社会的課題の解決を目的とし、地域社会や社会全体に貢献すること。
 事業性 持続可能な収益構造を持ち、経済的に自立できること。
 革新性 従来の方法では解決が困難であった課題に対し、独自の解決策を提供すること。
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④④ 政政府府系系金金融融機機関関にによよるるソソーーシシャャルルビビジジネネススへへのの融融資資おおよよびび支支援援
（平成 ）年 月に日本政策金融公庫（以下、日本公庫という）並びに沖縄振興開発金融公

庫（以下、沖縄公庫という）の融資制度として、ソーシャルビジネス事業者を対象にした「ソーシャ
ルビジネス支援資金」が創設された。①特定非営利活動法人（ 法人）が行う事業、②保育サー
ビス事業・介護サービス事業等 、③社会的課題の解決を目的とする事業 の つをソーシャルビジネ
スと捉え、この事業を行う者をソーシャルビジネス事業者とした。融資の特徴として、一定の要件
に該当する場合は金利が優遇される特別利率の適用がある。また沖縄公庫では、 （令和 ）年
より「沖縄社会課題対応企業等支援貸付（沖縄ソーシャル融資）」といった独自制度も設けている。
日本政策金融公庫では、 （平成 ）年にはソーシャルビジネス支援グループを創設し支援体制
を整え、資金面のみならず、事業計画策定支援や経営情報の提供等にも取り組んでいる 。

【【ココララムム】】

ココミミュュニニテティィビビジジネネススととソソーーシシャャルルビビジジネネスス
人々の価値観が多様化し、従来の福祉政策、社会政策では解決できない問題が増え、社会課題が

多様化・複雑化すると行政による福祉的解決には限界が生じてきた。それに伴い、子育て・高齢者・
障がい者の支援や、地方活性化、環境保護、貧困、差別などさまざまな社会課題の解決を目指し、行
政サービスに対する補完性や多元性を維持しつつ、先駆性や柔軟性を備えて、状況やニーズに応じ
たサービスを提供するビジネス活動も増えてきている。
コミュニティビジネスとは、地域住民が主体となり、地域の課題を解決することを目的としたビ

ジネス活動を指す。一方で、ソーシャルビジネスは特定の地域に限定されず、より広範な社会課題
の解決を目的とする点において異なる。両者は社会的価値の創出を重視する点で共通しているが、
コミュニティビジネスが地域密着型であるのに対し、ソーシャルビジネスはグローバルな視点を併
せ持ち社会課題に取り組む場合が多い点が特徴である。

図表１－1 コミュニティビジネス（ＣＢ）とソーシャルビジネス（ＳＢ）の関係 

  

資料）経済産業省「ソーシャルビジネス研究会報告書（2008（平成 20）年 4 月）」 

日本標準産業分類における老人福祉・介護事業、児童福祉事業、障がい者福祉事業等を指す。
事業内容は、子育て支援、環境保護や地域活性化等と多岐にわたる。
なお、「ソーシャルビジネス支援資金」に限らず、日本公庫並びに沖縄公庫には、創業前・創業期から成長期を経

て成熟期に至るまで、多様な組織形態の小規模事業者・中小企業、個人事業者、創業企業への融資制度がある。
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（２） 事業展開における課題 

経済産業省の「ソーシャルビジネス研究会報告書」では、ソーシャルビジネスの事業展開におけ
る課題を５つにまとめ明確にした。
① 社会的認知度の向上
消費者アンケート調査によると、ソーシャルビジネスの概念やその意義に対する一般市民の理解

が低いことが指摘されている。ソーシャルビジネスの普及には社会的認知度の向上が不可欠である。
② 資金調達の円滑化
資金需要側の課題として、ソーシャルビジネスの多くは事業性が低いとされる分野で活動してお

り、金融機関からの融資獲得が困難である。ミッション先行型で、資金計画等の甘さなどが指摘さ
れている。また、金融機関など供給側の課題として、ソーシャルビジネスの審査の難しさ（社会性
と事業性を両立したビジネスモデルに対する目利き力）が挙げられている。
③ ソーシャルビジネス等を担う人材の育成
ソーシャルビジネスの成功には、革新性とマネジメント能力を兼ね備えた人材の確保が必要であ

る。しかし、現在の教育システムでは、ソーシャルビジネスに特化した経営スキルを持つ人材の育
成が十分に行われていない。
④ 事業展開の支援
ソーシャルビジネス事業者は、事業経営の経験や税務・会計・法律といったソフト面のみならず、

事業所や設備といったハード面も不足している。特に、事業立ち上げ段階においてはあらゆるリソ
ースが不足するため多様な面での支援体制の構築が重要である。
⑤ ソーシャルビジネスの事業基盤強化
これまでにない事業活動であることから、経済的インパクトのみならず社会的インパクトを適切

に測定する仕組みが必要である。ソーシャルビジネスの事業活動評価の指標や、新しい組織形態の
評価・認証の枠組みを構築し、適切な事業評価を行うことにより、社会的信頼を獲得し、資金調達
の可能性が高まることで持続的な発展につながる。

（平成 ）年に指摘された課題は、現在においては、いくつかの解決策が提示され、さまざ
まな実践が積みあがってきている。今後のソーシャルビジネスの普及と発展には、これらの課題に
取り組み、多様な担い手と担い手を取り巻く環境の整備、改善が求められる。

（３） SDGsの広がりと民間企業の取り組み 

①① のの広広ががりりとと現現状状
とは、 （平成 ）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標

（ ）」の略称である。 年を達成年限とし、「 の目標（ゴール）」
と「 のターゲット」から構成される。「貧困や飢餓、平和、ジェンダー平等、教育などの社会
面」「エネルギーの有効活用、働き方改革、不平等の解消などの経済面」「気候変動や環境保護など
環境面」について幅広く目標を定め、持続可能な経済成長を目指す。「誰ひとり取り残さない（

）」という共通理念のもと、世界各国で取り組みが進められている。 では、企
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業の役割も期待されている。 、国連グローバルコンパクト 、 が作成した「
の企業行動指針－ を企業はどう活用するか－」では、企業は、 を達成

する上で重要なパートナーと位置付けられ、企業はそれぞれの中核的な事業を通じて貢献するこ
とを求められている。また、企業側のメリットとしては、①将来のビジネスチャンスの見極め、②
企業の持続可能性に関わる価値の向上、③ステークホルダーとの関係の強化、新たな政策展開との
同調、④社会と市場の安定化、⑤共通言語の使用と目的の共有が挙げられ、企業戦略を課題につな
げることを期待されている。

②② 民民間間企企業業のの取取りり組組みみ ～～（（公公財財））九九州州経経済済調調査査協協会会アアンンケケーートト調調査査よよりり～～
「九州地域におけるソーシャルビジネスの理解と活用～地域中核企業とソーシャルビジネスカ

ンパニーに対するアンケートから」（「九州経済調査月報 年 月号」（公財）九州経済調査協
会）では九州地域（九州 県、沖縄県、山口県）における民間企業のソーシャルビジネスの現状に
ついて調査結果が示されている。アンケートは、ソーシャルビジネスに関する民間企業の意識調査
（民間企業アンケート）（配布数 件 回収数 件）とソーシャルビジネス実態調査（ソー
シャルビジネス企業アンケート）（配布数 件、回収数 件）の２つが実施された。調査項目
は、①社会課題への関心（ソーシャルビジネスに関する意識） 社会課題の解決に資する事業の有
無、②収益性・事業性の状況、③他企業・団体等との連携可能性、④社会課題解決の取組の効果を
量る一つの手法である「社会的インパクト評価」の活用に関して設定された。

アア 民民間間企企業業かかららもも期期待待さされれてていいるるソソーーシシャャルルビビジジネネスス
ソーシャルビジネスに関する民間企業の意識調査（民間企業アンケート）によると、「ソーシャ

ルビジネス」について、約 割が「十分に知っている」、「そこそこ知っている」と回答した。また
ソーシャルビジネスに対する期待については「かなり期待している」「そこそこ期待している」が
割と、期待が高い状態にある。 の取り組みの広がりを受けて、民間企業の社会課題解決に

関する意識の高まりを感じられる内容となった。

イイ 多多くくのの企企業業がが事事業業をを通通じじたた社社会会課課題題解解決決にに関関心心あありり
本業で社会課題解決を行うことについて「かなり重視している」が ％、「そこそこ重視し

ている」が ％と、約 割の民間企業が社会課題に資する事業を本業として取り組むことを重
視するとしている。
民間企業が、事業を通じて解決を図りたい社会課題（複数回答・設問は ｓベース）につい

（グローバル・レポーティング・イニシアチブ）は、 （平成 ）年以降、企業の持続可能性に報告を提
唱してきた独自の国際組織。
国連グローバル・コンパクトは、企業に対しその戦略と事業を人権、労働、環境、腐敗防止等に関する普遍的な

原則に連動させ、国連の目的を推進する行動を取ることを要請するものである。 か国の 社を超える企業
が参加しており、世界最大の企業による持続可能性イニシアチブとなっている。

は、持続可能な開発のための世界経済人会議。
本調査は、（一社）ユヌス・ジャパン（東京都中央区）とのコンソーシアムで「九州地域ソーシャルビジネス・コ

ンソーシアム」を組成し、九州地域で「ソーシャルビジネス循環モデル地域形成事業」の取り組みを展開してい
る。
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ては「住み続けられるまちづくりを」（ ％）「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」（ ％）
「すべての人に健康と福祉を」（ ）という順になっている。一方、ソーシャルビジネス企業
アンケートから、事業対象をみると、ソーシャルビジネス企業は、「住み続けられるまちづくり
を」（ ％）「質の高い教育をみんなに」（ ％）「パートナーシップで目標を達成しよう」（ ）
の順になっている。民間企業、ソーシャルビジネス企業ともに「住み続けられるまちづくりを」
「すべての人に健康と福祉を」が上位に挙がり関心が高いことが伺える。民間企業の関心が高い
「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」（ ％）と「産業と技術革新の基盤をつくろう」
（ ％）などはソーシャルビジネス企業には関心は低い。一方、ソーシャルビジネス企業で関
心の高い「質の高い教育をみんなに」（ ％）や「パートナーシップで目標を達成しよう」（ ）、
「人や国の不平等をなくそう」（ ％）については、民間企業との差は ポイント以上出てお
り、両者の関心の違いが表れた。
  

図表１－2 解決を図りたい社会課題（民間企業・ソーシャルビジネス企業比較） 

 
出所）九州地域ソーシャルビジネス・コンソーシアム「ソーシャルビジネスに関する民間企業の意識調査（ 年）」

「ソーシャルビジネス実態調査（ 年）」
 

資料）公益財団法人九州経済調査協会 「九州地域におけるソーシャルビジネスの理解と活用～地域中核企業とソー

シャルビジネスカンパニーに対するアンケートから」（九州経済調査月報 2024年 4月号） 

ウウ ソソーーシシャャルルビビジジネネスス企企業業はは、、ビビジジネネススモモデデルル確確立立ががででききてておおりり、、多多様様なな収収益益源源をを想想定定
ソーシャルビジネス企業は、ビジネスモデルの確立が「十分にできている」「そこそこできてい

る」が ％と半数を超える（図表 ）。ビジネスモデルの確立ができているソーシャルビジネ

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなに そしてクリーンに

働きがいも 経済成長も

産業と技術革新の基盤をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任 つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

その他

無回答

民間企業

ソーシャルビジネス企業

民間企業
ソーシャルビジネス企業
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ス企業ほど「商品・サービスの対価」「委託費（行政関係）」を収益源として重視している。あく
まで参考値ではあるが、「あまりできていない」「まったくできていない」ソーシャルビジネス企
業は「委託費（民間）」「寄付（金銭）」「寄付（物品）」「広告収益」なども一定程度収益源として
重視しており、ビジネスモデルの確立に苦戦する団体ほど、多様な形で収益を確保しようと努力
していることが推測される（図表 ）。

図表１－3 ソーシャルビジネス企業：ビジネスモデル確立の程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）ソーシャルビジネス実態調査 

資料）公益財団法人九州経済調査協会 「九州地域におけるソーシャルビジネスの理解と活用～地域中核企業とソー

シャルビジネスカンパニーに対するアンケートから」（九州経済調査協会 2024年 4月号） 

 

 図表１－4 ソーシャルビジネス企業：ビジネスモデルの確立の程度別重視する収益源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：グラフ内の四角囲みの数字は、各項目の「できている」「できていない」のポイント差をあらわす
出所）ソーシャルビジネス実態調査 ※ビジネスモデル確立の程度が「わからない」を除く

資料）公益財団法人九州経済調査協会 「九州地域におけるソーシャルビジネスの理解と活用～地域中核企業とソー

シャルビジネスカンパニーに対するアンケートから」（九州経済調査協会 2024年 4月号） 

十分にできて

いる

そこそこできて

いる

あまりできてい

ない

まったくできて

いない

わからない 無回答

商品・サービスの対価

委託費（行政関係）

助成金

委託費（民間）

会費

寄附（金銭）

運用益

プロボノ

支援金

投資

寄附（物品）

インパクト投資

広告収益

出資

クラウドファンディング

無担保少額融資（マイクロクレジット）

その他

合計

できている

できていない

複数回答）

＋15.8p

＋8.6p

－7.5p

－7.0p

－13.4p

－7.9p
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エエ 多多くくのの企企業業のの連連携携でで地地域域・・社社会会課課題題解解決決をを
ソーシャルビジネスは、地域の資源や社会課題解決の手法として認知されつつある。九州の民間

企業においても、本業での社会課題の解決を重視する流れにあり、ソーシャルビジネスに関する期
待・関心が高い結果となった。
これからもソーシャルビジネス企業だけでなく、民間企業・行政など多様な立場にある者が社会

課題への関心（ソーシャルビジネスに関する意識）を持つこと、社会課題の解決に取り組むソーシ
ャルビジネス企業を知ってもらうことが望まれる。今後もこのような取り組みが各セクターに広が
ることで、ソーシャルビジネスの認知度が高まることを期待したい。
 
（４） 沖縄におけるソーシャルビジネスの広がり 

（平成 ）年の特定非営利活動促進法（通称 法）の制定により、市民が自ら社会の
問題に取り組む機運が高まった。一方で沖縄では非営利やボランティアだけではないビジネスの
手法を取り入れた新しい事業形態として「コミュニティビジネス ソーシャルビジネス」にも関心
が寄せられた。

（平成 ）年度「対米協研究シリーズ コミュニティビジネス 身の丈経済論のススメ」
（沖縄地域政策研究会）は、沖縄でコミュニティビジネスが必要な背景として、戦後、日本が高度
経済成長を遂げた時期に、沖縄は 年間にわたり米軍統治下にあり、社会資本の整備が著しく遅
れたこと、復帰後、沖縄振興開発計画が策定されたが、製造業の振興モデルは、そのままでは沖縄
には当てはまらず企業誘致も困難で、雇用状況が改善されなかったことを指摘している。安心して
働く場をより多く作り出す必要があることから、具体的な方策としてコミュニティビジネスが注
目された。またコミュニティビジネスは、単にビジネスとしての側面だけでなく、①人間性の回復
（生きがいや自己実現）、②地域コミュニティ内の社会問題の解決、③地域と住民の新たな経済基
盤の確立と雇用の創出、④地域文化の継承・創造、といった社会で必要とされていることを見つけ、
利益だけでなく社会的な意義をも追求する。同研究会は、自分たちが住む地域コミュニティで「自
分の仕事おこし」として地域のなかに雇用の場を創出し、ボランティアでもなく、営利第一でもな
い、ビジネスの手法を取り入れた「コミュニティビジネス ソーシャルビジネス」が地域活性化の
手法の一つになると推察した。

（平成 ）年 月には、内閣府沖縄総合事務局経済産業部が県内におけるソーシャルビ
ジネスの事例を取りまとめ、「沖縄版ソーシャルビジネス事例集～新しい事業形態活動」を公表
した。 （平成 ）年度のソーシャルビジネス研究会の定義を基に県内事例を調査し、特産品
開発、自然体験、芸能・文化等の の事例が紹介された。県内のソーシャルビジネス振興に向
け官民連携の組織である「沖縄ソーシャルビジネス振興連絡会」が設置され、民間組織としてＮ
ＰＯ法人しまんちゅビジネス協議会が連絡会の一員となった。同法人は、県内のソーシャルビジ
ネスのプラットフォームと横の連携を促進させるコーディネータの役割を果たすことを目的と
して、県内のソーシャルビジネス事業者や学識者などが中心となって立ち上げた組織である。沖
縄県内においてソーシャルビジネス コミュニティビジネスといった言葉が浸透していないこと
から、「しまんちゅビジネス」として県民に理解しやすい名称とした。しまんちゅビジネス 原
則として、①地域住民が主体、②“シマ”のニーズに応えるため、サービス・人材・情報提供、③
利益を追求し、利益を地域に還元、④地域に働く場を創出、⑤地域を生かし、地域に生かされる
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継続的事業を掲げ、しまんちゅビジネスを「地域にかかわる継続的な活動または事業」と定義し
た。また、沖縄県内におけるソーシャルビジネスの発展に資する事業として、事業者同士のネッ
トワーク構築や、資金調達・マーケティング支援など、その中心的な役割を協議会は目指してい
た。しまんちゅの「シマ」とは沖縄の方言で地域を指すことから、地域の人が地域を良くするた
めの活動であり、沖縄におけるソーシャルビジネスは、地域性が強くコミュニティビジネスに近
い要素がみられた。

（平成 ）年に国連で が制定され、企業にも の理念を尊重して事業活動を
行うことが求められた。沖縄県においても （令和 ）年「おきなわ パートナー登録制
度」を創設し、 の達成や地域課題の解決に向けた関心が一般の企業・団体にも広がりがみら
れ、 （令和 ）年には「おきなわ プラットフォーム」が立ち上がった。「おきなわ
パートナー登録制度」には令和 年 月末現在 を超える企業・団体が登録されている。ま
た、登録企業・団体から、取り組みをしっかり評価してほしいとの声から、 年（令和 年）
に「おきなわ 認証制度」が創設された。 の理念を尊重し、アクションプランを踏ま
えた取り組み等、経済・社会・環境の３つの分野を意識した経営を実践する企業・団体等を県が認
証する制度であり、第 回は の企業・団体が認証された。
沖縄県の島嶼性や地域性といった地理的特性と、戦後復興からの経済格差や雇用などの社会課

題を背景に、ソーシャルビジネスは地域性が強くコミュニティビジネスに近い要素がみられた。
以降は、世界全体の取り組みの中、県内でも推進のための仕組みが整備され、 の達成

や社会課題解決の取り組みが一般企業・団体にまで広がりを見せている。ソーシャルビジネスは
事業性の確保など固有の難しさはあるが、今後、多様なビジネスモデルが確立、認識されること
で、担い手が増えることが期待される。
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2 ソーシャルビジネスを推進する支援方法の広がり 

（１） 企業による社会課題解決の取り組みの広がり、ソーシャルビジネスの拡大

第１章でみたように、ソーシャルビジネスの取り組みは、地域課題の解決から社会課題の解決へ、
また、 における持続可能な社会の実現に向けてグローバルな概念へ拡大している。「地球規模
で考え、地域で行動する（ ）」で行動することが求められている。
今後、持続可能な社会の実現に向けては、企業には経済的利益の追求だけでなく、社会や環境への

責任が求められる。環境問題や社会課題への人々の関心が高まっている中で、このような取り組み
は、企業の持続可能な成長と社会全体の発展につながる。
また、ソーシャルアントレプレナー（社会起業家）やソーシャルベンチャー（社会課題解決に取り

組むベンチャー企業）、ソーシャルスタートアップ（社会課題解決を目的として起業）と呼ばれるよ
うな、既存の企業だけでなく、新たに社会課題解決をミッションに掲げ、持続的な事業活動を目指
している企業体も誕生している。
一方で、 の「誰一人取り残さない」という視点に立った時に、すべてをビジネス手法で課題

解決に取り組むことには限界もある。非営利セクターや営利セクター間をつなぐソーシャルセクタ
ーの形成や、ビジネスから生まれる経済的利益以外にも寄付、出資、融資など多様な資金源を元に
社会課題解決に取り組むことが求められる。

（２） ソーシャルビジネスへの資金的支援の広がりと動向

前述のとおり、社会課題の解決を目的としたソーシャルビジネスに対する関心が高まり、それに
伴い資金的支援の仕組みも多様化している。従来、政府や非営利団体が主導していた社会的課題解
決の資金的支援は、税金による委託事業や寄付を原資とした活動であった。近年では、民間企業や
金融機関、投資家等が出資を行い、経済的リターンだけでなく、社会的インパクトを求めるような
資金調達の手法も生まれている（図表 ）。本章では、クラウドファンディング、寄付税制、休眠
預金事業、社会的インパクト投資といった多様な資金的支援の動向について考察する。

①① ククララウウドドフファァンンデディィンンググにによよるる資資金金調調達達
クラウドファンディング（ ）は、多くの人から少額の資金を集めてプロジェクトや

事業を実現する資金調達方法である。日本においては、 （平成 ）年の東日本大震災を契機に、
復興支援を目的とした寄付型クラウドファンディングが広がり、 （平成 ）年 月に
「 」、同年 月に「 」といったクラウドファンディングサービスが開始され、
社会課題の解決に向けたプロジェクトが立ち上がった。クラウドファンディングは、インターネッ
トを活用して資金提供者（支援者）を募集するのが特徴で、購入型、寄付型、金融型などの形態が存
在し、個人や企業などの主体が利用している。   
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図表 2－1 クラウドファンディングの分類 

寄付型 注 購入型 金融型
支援時の税額控除 あり なし なし
リターン 対価性なし 金銭以外の商品やサ

ービス
金銭（株式、配当金）

特徴 社会貢献性が高い 多様な活用方法あり 事業性が高い
実行者 認定 法人

公益法人等
さまざま 中小企業

注： においては、寄付者が税制上の優遇（寄付金控除）を受けられるクラウドファンディング
を「寄付型」と呼んでいる。
資料）READYFOR 

  

また、ガバメントクラウドファンディングと言われる自治体が解決したい課題を具体的にプロジ
ェクト化し、共感した人がふるさと納税によって寄付を募る仕組みも広がっている。佐賀県のよう
に と連携し、事業指定型のふるさと納税の仕組みをもつ自治体もある。クラウドファンディ
ングの市場規模は拡大しており、新たに不動産型、融資型などさまざまな形態が誕生している。
ソーシャルビジネス事業者にとってのクラウドファンディングのメリットとしては、従来の手段

では資金調達が難しかった事業に対し資金調達可能性が広がったことや、市場に製品が出回る前に
ユーザーの反応を知る、テストマーケティングの場として活用することが挙げられる。またデメリ
ットとしては、目標金額に達成せず資金調達できない可能性があり、クラウドファンディング以外
に資金を集める方法はないか、といった情報を事前に調査することも重要である。ビジネスモデル
や商品が確立していない時期や社会的課題に対する共感者を集めたい創業期などに有効な手法と考
える。
今後も法整備や技術革新を通じて、さらに信頼性の高い資金調達手段として発展していくことが

期待される。

②② 寄寄付付金金にによよるる社社会会課課題題解解決決にに取取りり組組むむ（（寄寄付付税税制制のの活活用用））
寄付とは、個人や企業などが、善意・宗教・政治など社会的な活動をする団体等に対して、見返

りを期待することなく、金銭、物品を提供することである。寄付は、使い道の自由度が高く、事業へ
の支援の意思が込められており、ソーシャルビジネス事業者の中でも非営利組織にとっては、重要
な活動原資となっている。
認定特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会発刊の「寄付白書」によると （平成
）年 月 日に発生した東日本大震災では、成人した日本人の ％が寄付を行い、その総額

は約 億円になったと言われている 。インターネットの普及により家にいながら寄付ができる
ことが要因の一つと考えられ、この年は「寄付元年」と呼ばれる。また、 （平成 ）年の税制
改正で寄付金額の約半分が控除される仕組み「税額控除方式」が創設され、寄付者に対する税制上
の優遇が拡大した。

  

日本ファンドレイジング協会編・寄付白書発行研究会著「寄付白書 」Ｐ より引用。
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図表 2－2 公益社団法人等に寄付をしたときの計算式 

注 ：「その年中に支払った公益社団法人等に対する寄附金の額の合計額」については、その年分の総所得金額等の パーセン
ト相当額が限度とされます。ただし、寄附金控除の適用を受ける特定寄附金の額がある場合で、公益社団法人等に対する
寄附金の額の合計額にその特定寄附金の額の合計額を加算した金額がその年分の総所得金額等の パーセント相当額を
超えるときは、その パーセント相当額からその特定寄附金の額の合計額を控除した残額とされます。

注 ：「 千円」については、特定寄附金の額がある場合には 円からその特定寄附金の合計額を控除した残額とされます。
注 ：特別控除額は、所得税の パーセント相当額が控除限度額となります。

資料）国税庁ホームページ 

  

東日本大震災以降、インターネットによるクレジットカード決済での寄付が一般的となった。ま
た、ふるさと納税の普及に伴い、確定申告を行えば寄付者に対し約 ％の税制優遇があることが認
知されるようになった。
このような税制の変更や普及活動によって、 （令和 ）年日本における個人寄付推計総額は

約 兆 億円と 年前の 倍（ふるさと納税を含む）になるなど寄付市場は拡大している 。
寄付型クラウドファンディングやふるさと納税などのインターネットを通じて寄付募集ができる

仕組みが広がり、ソーシャルビジネス事業者や社会課題解決に取り組んでいる団体は自ら決済シス
テムを準備することなく容易に寄付募集ができるようになった。なお、沖縄では、公益財団法人み
らいファンド沖縄の寄付と助成のプログラム「たくす（事業指定型）」 など、社会課題解決に取り
組む団体が活用できる仕組みもある。
また、ビジネス手法のみでは経済的に利益を上げることが難しい場合の手法として、後述の

株式会社のように、寄付金の活用により利用料を支払うことが困難な層にサービスを提供す
る事例もみられる（ 頁参照）。

③③ 休休眠眠預預金金活活用用事事業業ににおおけけるるソソーーシシャャルルビビジジネネスス支支援援（（ のの取取組組））
一般財団法人日本民間公益活動連携機構（ ）は、休眠預金等活用法に基づき、休眠預金を

活用したソーシャルビジネスの支援を行っている。休眠預金とは、 （平成 ）年 月 日以
降の取引から 年以上、その後の取引のない預金等（休眠預金等）のことで、これを社会課題の解
決や民間公益活動の促進のために活用する制度が （令和元）年度から始まっている。助成対象
となる活動として、３つの公益に資する活動（①子ども及び若者の支援に係る活動、②日常生活又
は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動、③地域社会における活力の低下その他
の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動）が定められている。

日本ファンドレイジング協会「寄付白書プラス 」Ｐ より引用。
寄付と助成のプログラム「たくす」は、市民や企業等が支援したいと思える 等市民公益活動団体とその事

業を見つけ、寄付による支援を行いやすくする環境をつくるプログラム。
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休眠預金活用事業の特徴として、①社会的インパクト評価、②非資金的支援（伴走支援等）、③ガ
バナンス・コンプライアンス、④情報公開、⑤連携・協働、があり国民への説明責任、事業の透明性
や公正性・成果の可視化などが求められている（図表 ）。
  

図表 2－3 休眠預金等の活用の流れ

資料）一般財団法人日本民間公益活動連携機構（JANPIA）ホームページ 

休眠預金活用事業における公募は、①助成（通常枠）、②助成（緊急支援枠）、③活動支援団体、
④出資、の 種類があり、ソーシャルビジネスに取り組む団体も活用できるものを以下に紹介する
（図表 、図表 ）。

休眠預金等を活用して事業を行うには、資金分配団体（ ）が公開する公募要領に基づき
申請が必要だが、多くの場合、要件を満たせば、非営利法人、営利法人問わず申請することができ
る。沖縄県では、 （令和元）年度から （令和 ）年 月末現在まで延べ 件の資金分配
団体による公募プロジェクトと延べ 件の実行団体による休眠預金活用事業が実施されている 。

一般財団法人日本民間公益活動連携機構 休眠預金活用事業情報公開ホームページを参照。
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図表 2－4 休眠預金活用事業 助成（通常枠）

資金の種類 助成
団体名 一般財団法人日本民間公益活動連携機構（ ）
原資 休眠預金等
趣旨 我が国においては、人口減少、高齢化及び国際化の進展等の経済社会情勢の

急速な変化が生じており、国民生活の質や水準への影響等、様々な社会課題に
直面しています。一方で、様々な社会課題の中には、法制度や予算等の仕組み
上、既存の施策では十分な対応が困難であり、国及び地方公共団体では対応が
困難な課題が多くあります。 これらの社会課題の解決に資する民間公益活動
に助成します。

目安となる事業期間 年（注１）

支援の種類 資金支援（助成）＋非資金的支援
事業種別 ➢ 草の根活動支援事業

全国各地で地域に根差して従来から事業を展開している や各種団体
を念頭に、本制度を活用し、更なる活動の拡大及び成果の向上を図り、当該活
動の持続可能性の向上につなげていくことを目指すものです。
➢ ソーシャルビジネス形成支援事業
革新的事業による社会の諸課題の解決を図る社会的インパクトの創出とそ

れを実現するための持続可能なビジネスモデルの創出と推進を目指すもので
す。 社会的インパクトと事業の持続性を確保するための事業性・社会性を両
立させるビジネスモデルの確立が重視されています。
➢ イノベーション企画支援事業
チャレンジングで革新的な企画・手法により、社会の諸課題の解決への取組

を促進し、社会における大きな変革（ソーシャル・イノベーション）を創出す
ること、従来の発想を破る新規企画の創出（インキュベーション）と実行の加
速（アクセラレーション）を目指すものです。

助成総額（目安）（注２） ➢ 草の根活動支援事業
１資金分配団体への最大助成額 １億円
一つの資金分配団体から実行団体への最大助成額 団体あたり２千万円

➢ ソーシャルビジネス形成支援事業、イノベーション企画支援事業
１資金分配団体への最大助成額 ２億円
一つの資金分配団体から実行団体への最大助成額 団体あたり６千万円

注１：募集時期等にも関係するため、事業期間は目安です。詳細は各公募要領でご確認ください。
注２：助成総額は最長３年間分の目安です。
 

資料）一般財団法人日本民間公益活動連携機構 「2024 年度助成事業通常枠[第 2回]資金分配団体公募要領」より沖

縄公庫作成 
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図表 2－5 休眠預金活用事業 出資 

資金の種類 出資
団体名 一般財団法人日本民間公益活動連携機構（ ）
原資 休眠預金等
趣旨 出資事業においては、特に民間資金の呼び水効果を一層発揮させ、資金調達

環境の整備の促進を図るとともに、団体の自立促進等の資金面以外の強化を
図るものとし、出資によって生み出される利益や形成される資金調達環境を
有効に活用し、社会の諸課題の解決に向けた取組を一層強化することを目指
します。今まで投資対象としては難しかった領域の社会課題解決を行うスタ
ートアップ等に、本資金が活用されていくことを期待しています。

支援の種類 資金支援（出資）＋非資金的支援
資金提供の種類 ➢ ①ファンド出資型

が資金分配団体であるファンドに対して出資する方法
・ファンドの規模
数億円から 億円程度を目安とします。ただし、 以外の共同出資

者の出資約束金額の状況によって、 億円を超えるファンドの組成も可能と
します。 からの出資規模は最大 億円とし、共同出資割合は 以
上を目指します。
・ファンドの存続期間

年程度を目安とし、最長 年まで延長することができます。
➢ ②法人出資型

が資金分配団体である株式会社（新設）に対して直接出資する方法
・ による出資規模
資金分配団体（株式会社）は、自己資金及び からの出資金を原資

として、実行団体へ出資を行います。 は、資金分配団体（株式会社）
に株式出資しますが、出資比率は 未満とします。
・存続期間
資金分配団体の存続期間の定めは設けず、 による株式処分後も株

式会社を存続させて出資事業等を継続することができます。
※➀、②ともに、資金分配団体が実行団体の公募を行う際は、対象イメージ・
条件（エリア、事業領域、事業内容）、募集時期等を掲示します。詳細につい
ては資金分配団体のウェブサイト等をご確認ください。

  

資料）一般財団法人日本民間公益活動連携機構 「2024 年度出資事業公募要領」より沖縄公庫作成 
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④④ 社社会会的的イインンパパククトト投投資資
（通称： 、旧称： 国内諮問委員

会）が作成した「社会的インパクト 投資拡大に向けた提言書 」によると、社会的インパクト投
資は次のように整理されている。
社会的インパクト投資とは、社会面・環境面での課題解決を図ると共に、経済的な利益を追求す

る投資行動である。従来、投資は「リスク」と「リターン」という つの軸により価値判断されて
きた。これに「インパクト」という つ目の軸を取り入れた投資、かつ、事業や活動の成果として
生じる社会的・環境的な変化や効果を把握し、社会的なリターンと経済的なリターンの双方を両立
させ、また両方の成果を評価する投資を、社会的インパクト投資と呼ぶ。
社会的インパクト投資の特徴は、社会的な課題解決を目的としており、事業や活動を通じて生ま

れる社会的なインパクトを把握し、価値判断を加える、いわゆる「社会的インパクト評価」を行い
ながら投資を行うことである。
 

図表 2－6 ファイナンスの目的別にみた資金の分類  

資料）株式会社大和総研 ホームページ リサーチレポート 2019 年 10 月「社会的インパクト投資シリーズ①「社会的

インパクト投資」とは何か SDGs の達成に貢献する、持続可能な資金の流れを作るには」 

沖縄においては、株式会社うむさんラボが、 （令和 ）年 月 日にカリーインパクト イ
ノベーション 号投資事業有限責任組合（以下、カリーファンド）を設立した。カリーファンドは
「沖縄を取り巻く社会課題を、ビジネスの仕組みで解決しようとする社会起業家やスタートアップ
に投資することで、経済的リターンに留まらず、社会課題の解決や社会価値の向上・創造（＝イン
パクト）の両立を目指す、沖縄発のインパクト投資ファンド」を目指している。

（令和 ）年 月末現在、投資先企業は 社にのぼり、本調査でソーシャルビジネス関連融
資インタビューを行った株式会社 にも出資している（ 頁参照）。
株式会社Ｗ は、カリーファンドからの出資と沖縄公庫の融資を組み合わせて資金調達

を行っており、資金使途に応じて様々な資金を組み合わせる方法も有効であろう。
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（３） 成果の見える化、社会的インパクト評価

社会的インパクト評価は、近年では、休眠預金活用事業や社会的インパクト投資などといった資
金調達を行う際の評価方法として取り入れられている。
社会的インパクト評価とは、「社会的インパクトを定量的・定性的に把握し、当該事業や活動につ

いて価値判断を加えること」と定義されており、内閣府による「社会的インパクト評価の推進に向
けて―社会的課題解決に向けた社会的インパクト評価の基本的概念と今後の対応策について―」
（ （平成 ）年 月）で定めている。
社会的インパクト評価を行うマネジメント手法として、「社会的インパクト・マネジメント原則」

（図表 ）を一般財団法人社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ 通称： でまとめ
ている。この原則を満たすことで、事業や取り組みに関わるステークホルダーにより適切な情報を
提供することができ、社会的インパクト・マネジメントのより効果的な実践につながる。

図表 2－7 社会的インパクト・マネジメント原則 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資料）一般財団法人社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ（通称：SIMI）ホームページ 

  

社会的インパクト評価は、官民含め多様な主体に対して価値の「見える化」に関する共通言語を提
供することで、社会課題の解決に民間の資源（人材や資金等）を呼び込み、営利・非営利を問わずあ
らゆる主体が公益活動の新たな担い手として評価され、成長できる枠組みの構築を目指している。

（４） 多様な社会課題に向き合うための多セクターが連動したソーシャルビジネス支援ネッ

トワークの構築

日本政策金融公庫では、地方公共団体、地域金融機関、 支援機関等と連携し、ソーシャルビ
ジネスの経営課題の解決を支援するネットワークの構築に取り組んでいる。ネットワークを構成す
る各支援機関の施策・サービスをワンストップで提供するとともに、経営支援セミナーや個別相談
会の実施により、法人設立、事業計画の策定、資金調達、人材育成といったソーシャルビジネスの
担い手が抱える経営課題の解決を支援している。沖縄においても （平成 ）年度頃に活動して
いた「沖縄ソーシャルビジネス振興連絡会」のような組織が必要である。社会的課題解決を目指す
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組織が増えていく中で、担い手となる組織形態も企業から 法人と多様である。また、この分野
における資金的支援の方法は、前節で述べた通り、寄付から出資、融資まで異なる専門知識が必要
である。さらに、社会的インパクト評価など、新たな取り組みも求められており、持続可能な社会
をめざすためには、これらのリソースを適切に活用しながら、社会課題解決に取り組む組織を支援
していくことが求められる。

図表 2－8 日本政策公庫におけるソーシャルビジネス支援ネットワーク 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（注）掲載内容は 年 月末現在

資料）株式会社日本政策金融公庫ホームページ 社会的企業・NPO向けソーシャルビジネスお役立ち情報 

  

また京都では、社会課題の解決や 経営 を目指す企業に対し、経営方針や事業内容、社会的
インパクトなどを基準に評価・認証を行い、結果を金融機関が、企業の格付けや融資など企業と金
融機関の個別案件などに反映することを想定した仕組みが動き出している。京都信用金庫（本店 京
都府京都市）、京都北都信用金庫（本店 京都府宮津市）、湖東信用金庫（本店 滋賀県東近江市）、龍
谷大学ユヌスソーシャルビジネスリサーチセンターの間で締結された協定のもと、ソーシャル企業
認証制度（通称、 認証）を行う認証制度 である。企業活動の社会的インパクトを可視化し、社会
課題に取り組む地域企業の成長を支えることで、地域社会におけるソーシャルマインドの醸成及び

経営とは、目先の利益にとらわれず、環境（ ）・社会（ ）・ガバナンス（ ）
の つの要素を重視する経営方法、概念を表す言葉。
制度の詳細は、ソーシャル企業認証制度ホームページ参照。
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持続可能な地域社会の実現を目指している。 （令和 ）年 月末現在、京都を中心に 件
の企業が登録を行っており、本制度を活用する金融機関も広がりを見せている。

3 沖縄公庫におけるソーシャルビジネス関連融資実績 
本章では、 で当公庫のソーシャルビジネス支援の主な制度概要を紹介し、 では当公庫の業

務統計等から「ソーシャルビジネス支援資金」「沖縄社会課題対応企業等支援貸付（通称：沖縄ソー
シャル融資）」の双方の融資実績を集計、 では 以外に新規市場の創出が見込まれる事業を新た
に行う者や雇用の創出を伴う事業の新規開業を行う者等を対象とする「沖縄創業者支援資金」を適
用した一部の融資実績を含め、ソーシャルビジネス関連融資の利用者像をとりまとめた。

（１） 沖縄公庫のソーシャルビジネス支援の主な制度概要

アア ソソーーシシャャルルビビジジネネスス支支援援資資金金のの概概要要
（平成 ）年 月の「経済財政運営と改革の基本方針 （骨太の方針）」で や

ソーシャルビジネス等の育成がうたわれており、 （平成 ）年 月に「ソーシャルビジネ
ス支援資金」が創設された。当該資金は日本政策金融公庫と同様の制度である。
「ソーシャルビジネス支援資金」では、以下の三つをソーシャルビジネスととらえ、融資対象

としている。
①特定非営利活動法人（ 法人）が行う事業
②保育サービス事業・介護サービス事業者等
③社会的課題の解決を目的とする事業

図表 3－1 ソーシャルビジネス支援資金の概要 ＜ （平成 ）年 月創設＞ 

対象となる資金 生業資金
ご利用
いただける方

次の１または２に該当する方
１ 特定非営利活動法人（ 法人）
２ 次の（１）または（２）に該当する方
（１） 保育サービス事業、介護サービス事業等を新たに営もうとする方

または営んでいる方
（２） 社会的課題の解決を目的とする事業を新たに営もうとする方また

は営んでいる方
融資限度額 万円（うち運転資金は 万円）
ご返済期間 設備資金 年以内（うち、据置期間 年以内）

運転資金 年以内（うち、据置期間 年以内）
     注： 本図表は、 （令和 ）年 月現在の概要である。
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図表 3－2 ソーシャルビジネスの取組み例

  

資料：株式会社日本政策金融公庫ホームページ What’s ソーシャルビジネス  
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イイ 沖沖縄縄社社会会課課題題対対応応企企業業等等支支援援貸貸付付（（通通称称：：沖沖縄縄ソソーーシシャャルル融融資資））
本制度は沖縄公庫の独自制度として （令和 ）年に創設された。
近年、高齢者や障がい者の介護・福祉、子育て支援、地域活性化といった地域社会の課題解決

に取り組む事業者が増えているが、事業者の多くは事業運営に必要な資金の調達が課題と言われ
ている。国の「経済財政運営と改革の基本方針 」（ （令和 ）年 月 日閣議決定）や
沖縄県「新・沖縄 世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）」（ （令和 ）年 月 日沖縄
県知事決定）においても、社会課題の解決に取り組む企業に対する支援の方向性が示されている。
沖縄公庫では、国および県の政策目標の実現を金融面から支援するため、沖縄の社会課題の解

決に取り組む民間事業者の資金ニーズに適切に対応できるよう、本制度を創設した 。本制度は、
「沖縄の地域課題」の解決を図る事業者等には最優遇金利が適用されるなど、社会課題の解決を
後押しする内容となっている（図表 ）。
特に沖縄では、ひとり親世帯の割合や子どもの想定的貧困率が全国でも高い等の課題を抱え、

子どもの貧困が喫緊の課題 となっている。沖縄の子どもの貧困対策を総合的に推進するための
計画である「沖縄県子どもの貧困対策計画」（ （平成 ）年 月沖縄県策定）の策定方針に
おいて、ひとり親家庭および貧困状態にある子どもの保護者への支援が盛り込まれており、ひと
り親家庭に対しては「（沖縄）公庫による金融面での支援を促進」が謳われている。本制度は、融
資対象に母子家庭の母または父子家庭の父を盛り込むことにより、同計画のひとり親家庭等の施
策をより一層促進する内容となっている 。
なお、沖縄ソーシャル融資では、沖縄の地域課題解決を目的とする事業について①社会面、②

環境面から以下の課題解決を重点項目としている（図表 ）。

  

ほかにも沖縄県が実施する「おきなわＳＤＧｓ認証制度」に認証された企業に対し、認定期間中に限り金利を優
遇する「地域活性化・雇用促進資金」制度がある。
沖縄においては、全国最下位の一人当たり県民所得（ （令和 ）年度、沖縄県 千円、全国平均

千円）を背景とした子どもの貧困問題（子どもの相対的貧困率：沖縄県 ％（ （令和 ）年度）、全国
％（ （平成 ）年度））の解決が喫緊の課題となっている。
なお当公庫では沖縄の社会的課題である子どもの貧困対策やひとり親家庭の親の支援に、これまでも資金面では

「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度（ 年創設の沖縄ひとり親雇用等促進貸付利率特例制度等
を統合し 年創設）」「教育ひとり親利率特例制度（ 年創設）」等の貸付利率を低減する独自制度、体制面で
は 年 月に本店・支店に「ひとり親担当」を配置し、総合公庫の特徴を生かしワンストップで相談しやすい
環境を整備してきた。
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図表 3－3 【沖縄社会課題対応企業等支援貸付（沖縄ソーシャル融資）】の概要 

 

資料）沖縄振興開発金融公庫 

 

 

＜参考＞沖縄ソーシャル融資の想定事例 

 

 

 

図表 3－4 沖縄社会課題対応企業等支援貸付（沖縄ソーシャル融資）の取り組み内容別構成比 

課題区分 課題解決に向けた取り組み内容

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
関
連

社会面の課題

子どもの貧困問題
雇用の質の改善
健康寿命の向上、健康状況の改善
伝統文化の産業化を担う人材育成、伝統文化の普及
スポーツ振興を通じた社会課題解決

環境面の課題

脱炭素社会を目指したエネルギーの利用転換
自然環境の保全、生物多様性の継承
食品ロスの削減
沖縄の沿岸・海岸の環境保全（赤土問題の解決）

ひとり親事業者関連 ひとり親事業者（母子家庭の母または父子家庭の父）
▶社会面の課題 5分野・環境面の課題 4分野は、沖縄県 SDGs未来都市計画に掲げる課題等を参照したもの 

 

資料）沖縄振興開発金融公庫 
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図表 3－4 沖縄社会課題対応企業等支援貸付（沖縄ソーシャル融資）の取り組み内容 

課題区分 課題解決に向けた取り組み内容

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
関
連

社会面の課題

子どもの貧困問題
雇用の質の改善
健康寿命の向上、健康状況の改善
伝統文化の産業化を担う人材育成、伝統文化の普及
スポーツ振興を通じた社会課題解決

環境面の課題

脱炭素社会を目指したエネルギーの利用転換
自然環境の保全、生物多様性の継承
食品ロスの削減
沖縄の沿岸・海岸の環境保全（赤土問題の解決）

ひとり親事業者関連 ひとり親事業者（母子家庭の母または父子家庭の父）
注：社会面の課題 分野・環境面の課題 分野は、沖縄県 未来都市計画に掲げる課題等を参照したもの
資料）沖縄振興開発金融公庫 
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（２） 「ソーシャルビジネス支援資金」および「沖縄ソーシャル融資」の利用状況

（平成 ～令和 年度上半期）

つぎに、直近 年間（ （平成 ）～ （令和 ）年度上半期）の「ソーシャルビジネス
支援資金」および「沖縄ソーシャル融資」の双方を融資実績として集計した。
なお、今次集計の対象に含まれる沖縄ソーシャル融資（沖縄公庫独自制度）には、ひとり親事業

者も含まれていることから、全国（日本公庫）との比較の際は留意されたい。

（（令令和和 ））年年度度のの「「ソソーーシシャャルルビビジジネネスス支支援援資資金金」」おおよよびび「「沖沖縄縄ソソーーシシャャルル融融資資」」のの合合計計はは増増

加加見見込込みみ

（平成 ）年度から （令和 ）年度上半期までの融資実績（累計）は、 件、 億
百万円となった。直近 年間の推移をみると、 （平成 ）年度から （令和元）年度

まで ～ 億円台で推移したあと、 （令和 ）年度以降は新型コロナウイルス感染症の発生
により影響を受けた幅広い業種の事業者に対し、新型コロナウイルス感染症特別貸付等のセーフテ
ィネット融資を中心に対応したことから、件数・金額ともに減少となった。

（令和６）年度上半期（ ～９月）の「ソーシャルビジネス支援資金」および「沖縄ソーシ
ャル融資」の双方を合計した融資実績は、 件（前年比＋ 件増）、 億 百万円（同＋ 億
百万円）となった。件数ベースではピークだった （平成 ）年度の 件を超え、過去最

高の実績となる見込みである。前年度比から大きく増加した要因は、新たに創設された沖縄ソーシ
ャル融資の利用が増えたことによる（図表 ）。

  

図表 3－5 「ソーシャルビジネス支援資金」および「沖縄ソーシャル融資」の融資実績 

注：令和６年度上半期の実績は、ソーシャルビジネス支援資金と沖縄社会課題対応企業等支援貸付（通称：沖縄ソーシ
ャル融資）の合計である。

資料）沖縄振興開発金融公庫 

融資対象を①特定非営利活動法人（ 法人）が行う事業②保育サービス事業・介護サービス
事業者等③社会的課題の解決を目的とする事業に分けて、分野別の融資実績推移をみると、
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（平成 ）年度から （令和 ）年度上半期の累計で ②介護・福祉事業者が約 割となった。
令和 年度は新たに沖縄ソーシャル融資が創設されたことから、③社会的課題の解決を目的

とする事業者が増加している。なお、ここにはひとり親事業者も多く含まれている（図表 ）。
  

図表 3－6 分野別 「ソーシャルビジネス支援資金」および「沖縄ソーシャル融資」の融資実績 

注：③社会的課題の解決を目的とする事業者には、沖縄社会課題対応企業等支援貸付（沖縄ソーシャル融資）のひとり親事業
者関連を含む。

資料）沖縄振興開発金融公庫 

参考までに全国（日本政策金融公庫）のソーシャルビジネス融資実績（ソーシャルビジネス支援資
金に限らず、ソーシャルビジネス事業者への融資実績）を概観する。 （令和 ）年度のソーシャ
ルビジネス関連融資 実績は、 件（前年比＋ ％増）、 億円（同△ ％減）となった。
日本公庫では、地方公共団体、民間金融機関、 支援機関等と連携し、ソーシャルビジネスの担
い手が抱える経営課題の解決を支援するネットワーク を全国規模で構築し、支援の強化に取り組ん
でいることもあり、件数は増加傾向にある（図表 ）。
直近の （令和 ）年度上半期ソーシャルビジネス関連融資実績をみると、 件（前年同期

比＋ 件、＋ ％増）、 億円（同△ 億円、△ ％減）となっている。融資対象者の内訳を
みると、「介護・福祉事業者」向け融資実績が増加している。これは、介護・福祉業界における人材
確保の厳しさから生じる人件費高騰等の影響により、資金ニーズが高まっていることが背景にある
という（図表 ）。
さらに、融資件数の内訳（融資対象者別）をみると、「社会的課題の解決を目的とする事業者」向

けが （令和 ）年度から 年連続で増加している。これは、社会的課題の多様化や複雑化を背
景に、多方面で活躍するソーシャルビジネス事業者が増加していると考えられる。
なお、 （令和 ）年度の融資における主な活動分野（件数構成比）は、「保健、医療又は福祉

の増進」（ ％）、「農山漁村又は中山間地域の振興」（ ％）、「環境の保全」（ ％）、「まちづくりの
推進」（ ％）である（図表 ）。

  

「 法人」、「介護・福祉事業者」、「社会的課題の解決を目的とする事業者（高齢者や障がい者の介護・福
祉、子育て支援、地域活性化、環境保護など）」向けの融資を指す。
ソーシャルビジネス支援ネットワークとは、地方公共団体、民間金融機関、 支援機関等さまざまな専門性

を有する機関が組織的につながり、ソーシャルビジネスに取り組む方を多面的に支援しようとする取り組み。令和
年 月末日現在のネットワーク数は となっている。第 章 参照。

（単位：件、百万円）

平成27 令和元 5年度 6年度上半期 構成比 累計
ソーシャルビジネス支援資金・ 件数
沖縄ソーシャル融資（独自制度） 金額

件数
金額
件数
金額
件数
金額

①NPO法人

②介護・福祉事業者

③社会的課題の解決を目的とする
事業者
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図表 3－7 ソーシャルビジネス関連融資実績（全国） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注 ：ソーシャルビジネス関連融資には、①NPO法人 ②介護・福祉事業者 ③社会的課題の解決を目的とする事業者を含む。
注 ：全国の数字には、沖縄県は含まれない。  

資料）日本政策金融公庫ディスクロージャー誌、ホームページ公表資料より沖縄公庫作成 

  

図表 3－8 融資対象者別 ソーシャルビジネス関連融資実績（全国） 

  

  

  

  

  

  

  

注：表中の①、②、③に対する融資実績の合計（①と②の重複分を除く）。
資料）日本政策金融公庫ディスクロージャー誌、ホームページ公表資料より沖縄公庫作成 

  

図表 3－9 2023（令和 5）年度「社会的課題の解決を目的とする事業者」 

の活動分野内訳（件数構成比）（全国） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注 ：活動分野は、特定非営利活動促進法（ 法）において定められている活動分野（特定非営利活動の種類）に準
じて分類している。

注 ：活動内容が、複数の分野にあてはまる場合は、主な活動分野に分類している。
資料）日本政策金融公庫「ニュースリリース」 

  

活動分野 件数構成比

保健、医療又は福祉の増進
農山漁村又は中山間地域の振興
環境の保全
まちづくりの推進
観光の振興
学術、文化、芸術又はスポーツの振興
経済活動の活性化
その他

合計

517 607 717 818 834 869 1,845 1,137 1,265 1,222
650

6,045

7,746

9,644

10,819
11,328

11,863

15,037
12,465

15,296

16,514

9,566
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0
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平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6年度
上半期

（件）（億円）

金額（左軸）

件数（右軸）

（単位：件、億円、％）

平成26 令和元 5年度 6年度
上半期

構成比
対前年度
増減率

件数
金額 △ 4.1
件数
金額
件数
金額
件数 △ 6.3
金額 △ 11.7

ソーシャルビジネス関連融資計（注）

①　ＮＰＯ法人

②　介護・福祉事業者

③　社会的課題の解決を目的とする事業者
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（３） 沖縄公庫におけるソーシャルビジネス関連融資の利用者像

（ （令和 ）年度上半期）

（令和 ）年度上半期（ ～ 月）の融資実績からソーシャルビジネス関連融資の利用者像を
見ていく。ここでは、「ソーシャルビジネス支援資金」と「沖縄ソーシャル融資 」に加え、「沖縄創
業者等支援貸付 （沖縄公庫独自制度）」のうち、①ＮＰＯ法人、②福祉・介護業、③社会的課題に
関連する先を含めて（合計 先）集計した（図表 ）。
  

図表 3－10 ソーシャルビジネス関連融資の状況（2024（令和 6）年度上半期） 

  

  

  

  

  

  

  

注：融資先数
資料）沖縄振興開発金融公庫 

①① 資資金金使使途途別別
融資時の資金使途をみると、「運転資金」が ％と最も多く、次いで「設備資金・運転資金共」
％、「設備資金」 ％となっている（図表 ）。

図表 3－11 資金使途（2024（令和 6）年度上半期）  

  

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

沖縄ソーシャル融資には、ひとり親事業者（父子家庭、母子家庭）も含まれている。
沖縄創業者等支援貸付は、新規市場の創出が見込まれる事業、雇用の創出が伴う新規開業や経営多角化で必要と

なる資金を融資する沖縄公庫の独自制度である。制度の対象者がソーシャルビジネス支援資金等と重なる場合もあ
る。 （平成 ）年度から （令和 ）年度までの融資実績（累計）は、 件、 億 百万円となって
いる。

資金区分 先数
ソーシャルビジネス支援資金（日本公庫並び）
沖縄ソーシャル融資
沖縄創業者等支援貸付

計

設備資金
10.2%

運転資金
49.2%

設備資金・
運転資金共

40.7%

（ｎ＝59）
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②② 融融資資金金額額別別
融資時の資金使途別（設備・運転）融資金額の分布をみると、設備資金では「 万円以下」が
％と最も多く、次いで「 万円超～ 万円」「 万円～ 万円」がともに ％、

「 万円超」 ％の順となっている（図表 ）。

図表 3－12 融資金額別 [設備資金]  （2024（令和 6）年度上半期）       

                                

注：融資件数構成比。
資料）沖縄振興開発金融公庫 

また、運転資金では「 万円以下」が ％を占め、次いで「 万円超～ 万円」 ％、
「 万円超」 ％となっている（図表 ）。

図表 3－13 融資金額別 [運転資金]  （2024（令和 6）年度上半期）   

注：融資件数構成比。
資料）沖縄振興開発金融公庫 

500万円以下
53.3%

500万円超
～1,000万円

20.0%

1,000万円超
～2,000万円

20.0%

2,000万円超
6.7%

ｎ＝30

500万円以下
57.4%

500万円超
～1,000万円

38.9%

1,000万円超
3.7%

ｎ＝54
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③③ 組組織織形形態態別別
融資時の組織形態は、「株式会社」が ％と最も多く、次いで「合同会社」 ％、「個人」 ％、

「一般社団法人」 ％、「社会福祉法人」 ％の順となっている（図表 ）。

図表 3－14 組織形態（2024（令和 6）年度上半期）   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

④④ 業業種種別別
利用者の業種別をみると、「医療・福祉」が ％と最も多く、次いで「学術研究、専門・技術
サービス業」 ％、「製造業」「卸売業・小売業」が ％、「教育・学習支援業」が ％となっ
ている（図表 ）。
  

図表 3－15 業種別（2024（令和 6）年度上半期）       

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注：その他は、生活関連サービス業、物品賃貸業、宿泊業・飲食サービス業、その他サービス業を含む。  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

製造業
5.1%

建設業
1.7%

卸売業、
小売業
5.1%

医療・福祉
66.1%

学術研究、専門
・技術サービス
業 10.2%

教育・学習支援業
3.4%

その他
8.5%

（ｎ＝59）
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⑤⑤ 代代表表者者年年齢齢別別
融資時の代表者年齢をみると、「 ～ 歳」が最も多く（ ％）、次いで「 ～ 歳」
％、「 ～ 歳」 ％、 歳以上が ％、 歳以下が ％である（図表 ）。

 

図表 3－16 代表者年齢（2024（令和 6）年度上半期）  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

⑥⑥ 開開業業年年数数別別
融資時の開業年数別分類をみると、「開業前」が ％と最も多く、次いで「開業後 年以内」
％、「開業後 年超」 ％と続く（図表 ）。

  

図表 3－17 開業年数別（2024（令和 6）年度上半期）  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

29歳以下
3.4%

30～39歳
39.0%

40～49歳
35.6%

50～59歳
13.6%

60歳以上
8.5%

（ｎ＝59）

開業前
39.0%

開業後1年以内
23.7%

開業後1年超
2年以内
10.2%

開業後2年超
3年以内
6.8%

開業後3年超
5年以内
3.4%

開業後5
年超
16.9%

（ｎ＝59）
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⑦⑦ 斯斯業業経経験験有有無無別別
斯業経験有無別をみると、「有り」が約 割、「無し」が約 割であった（図表 ）。また、資
金別にみると沖縄ソーシャル融資や沖縄創業者支援貸付の斯業経験有りの割合が高かった（図表

）。
  

図表 3－18  斯業経験有無別                図表 3－19  斯業経験資金別 

 （2024（令和 6）年度上半期）               （2024（令和 6）年度上半期） 

  

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫   

  

  

資料）沖縄振興開発金融公庫 

  

  

資金 有り 無し 合計
ソーシャルビジネス支援資金
沖縄ソーシャル融資
沖縄創業者等支援貸付
合計

有り
78.0%

無し
22.0%

（ｎ＝59）
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4 ソーシャルビジネスに関連する融資事例 
第 章ではソーシャルビジネスに関連する融資事例について（１）ではインタビューを含めた 事
業者、（２）では取り組み先４事業者を紹介する。インタビューでは、事業立ち上げの経緯や直面す
る課題などを伺っている。

図表 4－1 融資事例事業者の概要 

(1)融資先インタビュー 

事例 事業者名
代表者名

所在地 創業年 事業内容

一般社団法人Ｋｕｋｕｒｕ
鈴木 恵

那覇市 年 医療的ケアの必要な子の医療福祉介護
サービス

イーストホームタウン沖縄 株式会社
相澤 和人

南城市 年 観光業、地域コンサル業、講師業ほか

株式会社 八重島工業
平良 聡

石垣市 年 建設業、産業廃棄物中間処理、産業廃棄

物収集運搬など

株式会社 ＷＡＬＬＴＥＣＨ
長谷場 咲可

沖縄市 年 廃棄物をアップサイクルした小物雑貨
等の製造販売

(２)融資先紹介

事例 事業者名
代表者名

所在地 創業年 事業内容

特定非営利活動法人
沖縄青少年自立援助センター
ちゅらゆい
金城 隆一

那覇市 年 居場所作り、就労支援ほか

ＨｅｌｌｏＷｏｒｌｄ株式会社
野中 光、冨田 啓輔

沖縄市 年 デジタルを活用した学習支援国際交流
事業

合同会社Ａｃｈｅｒｍａｋｅ
上野 昌史

那覇市 年 空手武道用品販売、コンサルティング
業ほか

合同会社７ ラボ、
株式会社ｃｏｌｏｒｓ
設樂 幸生

石垣市 年
年

障がい者グループホーム、訪問看護事
業、飲食業ほか
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事例⒈

医療
子ども

全ての人がその児（人）らしく生きる場所の構築を目指す

医療的ケア児の
在宅介護にかかわる
社会的課題への挑戦

一般社団法人Ｋｕｋｕｒｕ（ククル）

ミッション 医療的ケア（主に人工呼吸器）が必要な子どもと
日頃介護に頑張っているその家族に対して、
①「病院からお家へ帰るための不安」
②「在宅で過ごすことでの大きな負担」の解決

事業概要

事業者概要

医療福祉事業、ケア関連事業（県外・県内旅行者の旅行支援、外出支援、
地域連携ハブ拠点施設運営、配食サービスほか）

所在地 那覇市真地 設立 2010年1月
社員数 34名
業種 医療的ケアの必要な子の医療福祉介護サービス
ＵＲＬ https://kukuruokinawa.com/
代表理事 鈴木 恵

介護を担う家族の支援
（在宅医療介護機器の展示体験会を開催）バリアフリー旅行支援

呼吸器が必要な子のケア

喀痰吸引等研修

出張型レスパイトサービス。支援の間に、
兄妹児と過ごす時間や休息を設ける

子どもの入院に付き添う親に届ける弁当 沖縄小児在宅地域連携ハブ拠点
「Ｋｕｋｕｒｕ＋」
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付き添い同行した海水浴旅行支援

ソーシャルビジネスのスキーム

どんな子どもでも、親でも、当たり前のことを当たり前に出来る社会の
構築へ向けて、医療の支えが必要な重い障がいのある子とその家族の
支援※に取り組んでいる。
※ 夜間も含め絶え間なく、痰吸引、体位の整え、体調確認、呼吸器の確認等のケアを家族で行う場合、他の兄
弟姉妹児と過ごす時間がない、睡眠や休息の時間がとれない、仕事と家庭の両立が困難など、日常生活にお
ける負担は大きい。

「 」屋上にある、じゃぶじゃぶプール（左）／おひさまテラス（右）は、
医療型短期入所で来る子どもたちが楽しむ場所である他、家族支援イベント等でも使用

沖沖縄縄小小児児在在宅宅地地域域連連携携ハハブブ拠拠点点

ハブ拠点設立に
必要な設備
資金等を融資

建物の建設費
一部助成

パートナー企業など

行政（県）

業務
委託

食材の提供等

喀喀痰痰吸吸引引等等
研研修修受受託託

就労支援事業所

協働

就労機会の提供

配達

一一般般社社団団法法人人 （（くくくくるる））

医医療療的的ケケアアがが必必要要なな子子どどももとと家家族族のの

くくるプラス

介護職員等
医療従事者

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ

研修事業、啓発事業

公益財団法人
日本財団

ババリリアアフフリリーー旅旅行行支支援援
レレススパパイイトト※※支支援援

・出張型レスパイトサービス
・バリアフリー旅程
コーディネートサービス
・同行（外出）看護・介護サービス
・入浴介助サービス など

琉球大学付属病院小児科病棟
沖縄県立こども医療センター
ファミリーハウスがじゅまるの家

・医療福祉サービスの提供
・地域の医療福祉機関との連携強化
・地域の交流拠点

お家で
暮らす

みんなで
集う

旅行が
したい

研修を
受けたい

医医療療のの支支ええがが必必要要なな重重いい障障ががいいののああるる子子どどももととそそのの家家族族をを支支援援ししたたいい！！

すすべべててのの人人ががそそのの児児（（人人））ららししくく生生ききるる場場所所のの構構築築

※在宅介護を支える家族が介護から
一時的に離れ、リフレッシュすること

社社会会へへのの影影響響・・効効果果

家家族族支支援援・・
地地域域連連携携

・ピアサポート会
・療育生活うるおいマルシェ など

医医療療××福福祉祉のの
小小児児在在宅宅支支援援

・ きっずクリニック
・訪問看護
・小児専門居宅介護
・医療型短期入所
・日中一時支援 など

くくくくるるデデリリププロロジジェェククトト

子どもの入院に付き添う家族に
お弁当を受注販売・配達

取り組み
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沖縄小児在宅地域連携ハブ拠点「Kukuru＋」事業立ち上げの経緯

子どもも家族も自分らしく生きる
お手伝いを

人工呼吸器等の医療の支えが必要な重症
度の高い子どもと家族を支援する拠点として
Kukuru+を建設。クリニック等の医療と、訪問
介護や医療型短期入所等の福祉を組み合わ
せた子ども本人の支援の他、介護を担う家族
の支援の取り組みや、バリアフリー旅行支援、
介護職員向けの資格研修（喀痰吸引等研
修）などを通じ、医療的ケア児もその家族もそ
れぞれが自分らしく生きられることを願って支
援しています。

障がいのある息子の子育て・母親の
介護・仕事という何足もの草鞋を
履いて生活、
レスパイトサービスを体験

2009年10月 子どもと家族の受け入れ側になろうと
沖縄に移住

2010年 1月 法人設立、旅行支援の開始
2011年 沖縄県喀痰吸引等研修の受託開始
2015年11月 小児専門訪問介護（7月）、

小児専門訪問看護（11月）の事業を
開始し、看護と介護を組み合わせた
在宅レスパイトサービスを始める

2019年 9月 「Ｋｕｋｕｒｕ＋」 開設
〃 年 11月 Ｋｕｋｕｒｕきっずクリニック、

医療型短期入所、
医療型日中一時支援の事業開始

代表者の経歴、事業の歩み

(1)事業立ち上げ、旅行支援の開始
以前は、東京で重度心身障がい児専門の訪問介護事業に看護師として従事していました。その際、利用者

の親御さんから「旅行に行ってみたい（けど行けない）」「子どもに旅行を体験させたい」という声を受けたこと
をきっかけに、重度心身障がい児の旅行支援の必要性を感じ、自分が受け入れ側になろうと観光地である沖縄
に移住を決意。2010年に沖縄で先ず旅行支援を始めました。

(2) 在宅レスパイトの開始
障がいのある息子の子育て・母親の介護・仕事という何足もの草鞋を履いて生活していて、利用した経験か

ら在宅レスパイト注1の有難さや必要性を感じ注2、訪問看護と訪問介護を柔軟に組みあわせた障がい児の在宅
レスパイトサービスを2015年に開始しました。
注1 在宅レスパイトとは、看護師等が家庭を訪問し子どものケアを行う仕組みで、親御さんが移動の手間なく、安心しケアを任せられ、

24時間介護で心身ともに苦しい状況になりがちな親御さん自身が休息を取れるリフレッシュできるという大きな利点があります。
注2 朝5時に寝て、1、２時間後には起きる生活のなか、ヘルパーさんに自宅に来てもらい、その間に自分は仕事に行く。ケアを託せる
安心、自由に買い物できるうれしさ、（子どもの介護用の）大きな荷物を持たずに移動できる気楽さを実感。

(3) 沖縄小児在宅地域連携ハブ拠点「Kukuru＋」の計画
病院から在宅介護に移行するには、利用者の家族構成や生活環境に合わせることや様々な段階を踏むこと

が必要ですが、訪問看護と訪問介護の訪問サービスだけでは、十分に対応できません。支援を必要としている
家庭が多い一方で、保険制度外の利用は自己負担となるため、沖縄では貧困の問題から利用をためらう方も
多くおられます。そうした親御さんの社会的孤立・疲弊、情報に手が届かないという課題がありました。
そのような中、日本財団から「難病の子どもと家族を支えるプログラム」拠点形成プロジェクトのお声がけを
いただき、在宅で過ごす医療的ケアの必要な子どものハブ拠点「Kukuru＋」を計画。
内容は、沖縄県内で最も支援が不足している人工呼吸器をつけた子どもたちのケア拠点とし、病院から在宅
への退院移行支援、医療型短期入所・日中一時支援、クリニック、地域の方が交流する場を設けるものです。実
現までには多くの試行錯誤があり、3年を要し2019年9月に完成しました。

ＩＩＮＮＴＴＥＥＲＲＶＶＩＩＥＥＷＷ 一般社団法人Ｋｕｋｕｒｕ（ククル）
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事業運営と直面する課題
人材不足

沖縄は離島県で他県から通勤することができないため、スタッフは県内在住者に限られます。小児医療の
経験を持つ看護師が少ない中、さらに呼吸器ケアの対応が出来る看護師は少なく、人材不足は深刻な問題
です。ククルでも採用が難航しています。一方で働き方は、変形労働制を採用し、勤務調整やキャンセルの柔
軟性を持たせ働きやすい環境を整備しています。
業務体制と採算性
制度を超えて子ども 人に対して看護師 人以上の配置が必要な場合もあることから、看護師は看護だけ

でなく介護も行うなど多能化したうえで、全職員が全職種で柔軟に対応する体制で合理化を図り、採算を維
持しています。制度の枠組みと実際の人員配置数の差異によって生じる不採算性に課題を抱えています。
施設の不足
沖縄では、人工呼吸器を必要とする医療的ケアが必要な 歳以下の子どもが約 人注 いますが、療

育施設が不足注 しています。中には、高齢の親が成人した子どもを自宅でケアする場合もあり、ククルでも
歳から 歳までの利用者がいます。また沖縄本島内地域では北部で医療資源が不足しており、訪問看護の
ニーズが高まる中で北部まで赴きサービスを提供するケースも増えています。
県内では人工呼吸器をつけた子どもの在宅ケアが他県よりも多いとされる一方、提供施設が不足している
ため、ククルでは人工呼吸器を必要とする子どもを最優先に受け入れています。現在 名の利用者登録が
あるものの、ベッド数に限りがあり、希望者に十分に応えられない状況です。
注 沖縄県生活福祉部障害福祉課「令和 年度沖縄県障害者自立支援協議会配布資料 Ｐ 県内における医療的ケア

児の人数 Ｒ 現在）」によると、医療的ケアが必要な 歳未満の子どもは約 人。なお同資料では、各市町村で医
療的ケア児の把握方法が異なり、正確な数を把握できていない可能性のあることが課題として挙がっている。

注 医療的ケア児を対象とした訪問系サービス事業所数は不明であるものの、
短期入所事業所で、 歳未満を対象とし、かつ 歳未満不可など年齢制限のない先は、沖縄県医療的ケア児支援センター
「令和 年度 医療的ケア児 者 の短期入所受入事業所リスト」によると、北部 先、中部 先、南部 先となっている。本リストは
調査協力先の掲載であり、県内を全てを網羅したものではないことに留意。またケアの内容によって要相談となっている。

どんな子どもたちでも自由に遊べる場所の整備
子どもが成長して自立に向かうためには つのステップが必要です。ステップ は自宅でケアを受け家族以外
の人と過ごす（訪問看護・介護）、ステップ は自宅外で知っている人と過ごす（短期入所・日中一時支援）。 、
のあとにステップ として通所、通学、通園ができ、社会の中で過ごせるようになります。「 ＋」開設で、
どんなに重い障害があっても、どんな状況であろうと、その子がその子らしく、また家族もそれぞれらしく生きられ
る社会の実現に向けて、その支援活動の基盤ができたのではないかと思っています。
今の新たな課題は、障がいを持つ子どもたちが遊べる場所づくりです。北部の広い土地を活かし、ユニバーサ
ルデザインの公園や海水浴場などがあったらいいと考えています。障がいを持つ子どもたちでも、声を出したり
水遊びをしたり、自由に過ごせる場所は、障がいの有無、赤ちゃんから高齢者といった年齢にも関係なく、全ての
人々が訪れやすい場所となります。北部には多くの自然があり、誰もが思いきり発散でき、落ち着ける場所を作り
たいと考えています。

「 ＋」設立の資金調達と共感者の存在
「 ＋」の計画中は日本財団との調整で何度も東京へ足を運ぶ必要がありました。手がけている事業

と並行して進める中での時間的な制約、建築資材の高騰、自己資金の不足、資金調達先の確保に苦労しまし
た。助成金外の建築資金は沖縄振興開発金融公庫、運転資金は他の金融機関で手配する必要があるなど、金
額も大きく関係先も多い計画だったこともあり、資金計画には苦労しました。
建設計画地については、知人を通じて紹介され、地主さんが「地域のために使いたい」という思いを持ってお
り、「この土地で夢をかなえてください」と私に共感して下さいました。県立南部医療センター・こども医療セン
ターの直ぐ近くに立地する好条件の土地であることが助成金受諾のカギとなり、 「 ＋」設立の成功要因
となりました。
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事例2.

観光/
地域振興

健康×観光×教育

豊かな人生・企業の発展・
持続可能な地域社会を支援

イーストホームタウン沖縄株式会社

経営
パーパス

人・企業・地域のポテンシャルを可視化し、ウェルビーイングな未来
の旅路をデザインする

事業概要

事業者概要

観光まちづくり及び観光コーディネーター、ウェルネスツーリズム・リ
トリート※企画、カウンセリング・マインドフルネスや禅などの技法を
使ったメンタルヘルス、宿泊業、企業・学校の講師業ほか

所在地 南城市佐敷 設立 2015年5月
資本金 1,000万円 従業員数 2名
業種 観光業、地域コンサル業、講師業ほか
ＵＲＬ https://eht.okinawa/
代表取締役 相澤 和人

2022年度 沖縄初、県内唯一ヘルスツーリズム認証制度※を取得
※経済産業省「健康寿命延伸産業創出推進事業」の一環。 旅と健康という
視点で評価

ココロにアプローチし個々の生き方や思考に焦点を
あてたプログラム。
琉球発祥の神話とともに数多くの聖地が点在する
南城市では、神の島と言われる久高島を眺める浜辺
で、禅やマインドフルネス、内観などカウンセリング技
法を通じて、豊かな人生や未来の旅路を探っていく。

「前向きに逃げる」ためのプログラム
観光体験のほか企業研修や社員旅行でも展開

※日常から離れた環境に身を置き、自分と向き合う時間を過ごすことで、心身
を休め回復を促す

企業研修の様子 研修施設でマインドフルネス
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聖地を巡る旅（南城市） 「逃げ旅」島根県版

取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

気づきと発見、研修プログラムや観光体験を通じて、一人ひとりのキャ
リア形成、企業の持続可能な成長戦略、地域の魅力を最大化する観光
開発を行う。
心の安定やメンタル回復で「人良し」、生産性向上で「企業良し」、
地域資源の活用や過疎化問題解決のきっかけで「地域（社会）良し」
の三方良しを図る。
日頃のストレスから離れて自分自身と向き合う「逃げ旅」は商標登録
済みで、沖縄県以外の千葉県南房総市、島根県、東京都大島町でも活
用されている。各地域に合わせた旅の設定で、観光によるまちづくりを
支援している。

企業研修型ワーケーションのプログラム
(千葉県南房総市での活用例)

運営に必要な
運転資金を融資

委託、連携

観光協会

イイーースストトホホーームムタタウウンン沖沖縄縄（（株株））

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ イイーースストトホホーームムタタウウンン沖沖縄縄はは、、33つつのの領領域域（（教教育育・・予予防防医医学学・・
観観光光））でで蓄蓄積積ししたた専専門門知知識識とと経経験験でで、、企企業業・・地地域域・・個個人人がが生生
きき生生ききとと輝輝くくウウェェルルビビーーイインンググなな社社会会のの創創造造にに寄寄与与ししまますす

自自己己をを再再発発見見しし、、活活力力をを取取りり戻戻すす
平平穏穏・・健健康康・・広広いい視視点点をを持持つつ自自身身のの成成長長へへ導導くく
訪訪れれたた地地域域はは「「みみんんななののふふるるささとと」」にに

社社会会へへのの影影響響・・効効果果

市町村

ホテル

琉球大学

旅行者

企業・従業員

教育機関・学生

地域特有の資源、専門家達の座組

商工会

利用者
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「人を癒したい」想いから生まれたウェルネス事業

健康×観光×教育で、観光によるまちづくりの支援、ココロの健康を取り入れた旅行
企画・企業支援を行う。

前職の旅行会社では、南城市のイベント企画に携わるなど、地域とつながる商品開発に取り組み、
地域のコンテンツ開発を推進していました。その中で、これまでの「人を楽しませたい」から、 「人を癒
したい」という気持ちが強くなっていきました。知識を深めるためカウンセラー資格や予防医学指導士
資格を取得。創業にあたっては、南城市は御嶽（うたき）などの精神文化が根付いた土地であり、自
身が目指すメンタルケアと合致したことから、南城市で開業しました。事業の軸をメンタル・教育・医療
の3本柱へと広げ、コンセプトを「心と体を癒し、元気になってもらう」としています。

ＩＩＮＮＴＴＥＥＲＲＶＶＩＩＥＥＷＷ イーストホームタウン沖縄株式会社

代表者の経歴、事業の歩み

共感と支援で築いた事業

会社の設立時には、前職の社長、会長からの助言なども受け、自ら資本金を集めることを決意。共
感してくれた元上司やお客様が株主となってくれました。株主の皆様方とは最初から思いを共有して
いたため、スムーズに意思決定が図れています。共感し支援下さっている会社を安定して経営するに
は、 「稼ぐ力」とともにサラリーマン時代には分からなかった「資金管理」が重要で、常にキャッシュフ
ローを意識しながら、運営に努めています。

現在の取り組み

(1)観光地域づくり法人（DMO）組成検討会に参画
現在、南城市観光協会の理事も務め、行政との連携を活かして地域振興に取り組んでいます。コロ

ナ禍で一時停滞はしましたが、観光庁が推奨するDMO（デスティネーション・マネージメント・オーガニ
ゼーション）の南城市での立ち上げの検討にも携わっています。

大学卒業後、カナダナイアガラのガイドやディズニーランドのキャストとして働く
2008年 沖縄ツーリスト㈱ 勤務
2015年 5月 当社設立し、代表者に就任
2017年 4月 南城市産学官連携(ビタミンN)始める
2019年 9月 企業研修にてマインドフルネスと禅を行うため、在家得度
2022年 6月 沖縄初ヘルスツーリズム認証店「逃げ旅シリーズ」聖地リトリート開始
〃 年 8月 「逃げ旅」商標登録
2023年 3月 キャリアデザインウェルネス研修センターを開業（12月旅館業の許可を取得）
2023年 6月 観光庁の事業にて東京の伊豆大島のまちづくりをシマーズネクスト株式会社と連携して開発
2024年 5月 第3回国際ウェルネスツーリズム EXPOにて講演
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人員の確保と収益のバランス

事業運営していく上で、人員の確保と収益のバランスが常に課題です。人材への投資のタイミング
は重要であり、過去に採用を行ったものの、独立していくケースもありました。
当社の事業は、必要な人に対して最適なサービスを提供することを目的としているため、相応の、県

外も含めた地理的な理解、マーケティングの知識が必要です。人員を確保し経験を積ませ育てる期間
と事業規模の拡大は悩みがつきないところですが、今後、拡大していく中で、職員の増員も視野に入
れております。

２ 「ヘルスツーリズム認証」と「逃げ旅」の取り組み
旅と健康をテーマとした観光商品を客観的に評価する第三者認証サービス「ヘルスツーリズム認
証制度」が経済産業省「健康寿命延伸産業創出推進事業」の一環で始まり、沖縄県では当社のみ
が認証を受けています。他県の地域も含めコラボレーションを進め、「逃げ旅」という新たなツーリズム
の形を展開しています。
「逃げ旅」は、忙しい日常から少し離れ、自然の中でリフレッシュすることを目的としたツーリズム。県

外病院の看護師向け研修プログラムなどにも取り入れられており、参加者は自然を通じて気づきを得
ることで、日常に戻った際のモチベーション向上につなげています。利用者の行動変容までは至らなく
とも、「また頑張ろう」と思えるような環境を提供することが重要なポイントとなっており、駆け込み寺の
ような存在として確立しつつあります。人々が少し現実から離れ、自然に触れることで、視点を変え、ス
トレスを軽減することを目指し、それぞれの参加者のニーズに合った体験、それぞれの地域にあった内
容を提供することを重視しています。
各県からの依頼もあり、単なる旅行プランにとどまらず、ウェルネスツーリズムの新たな形として、全

国的な広がりを見せています。「逃げ旅」は当社が商標登録を行っています。
南城市では、行政や市内のホテル、カフェ等と連携し、御嶽（うたき）巡りやヨガなどを体験する「逃

げ旅」を実施。そのコンセプトを軸に観光によるまちづくりの支援を進めていきます。

キャリアデザインウェルネス研修センター「月と太陽 」の開業
コロナ禍では観光事業だけでなく、メンタルヘルスと研修施設としての事業を展開し、キャリアデザ

インウェルネス研修センター「月と太陽 」を開業し、宿泊業を始めました。宿泊者に
対しては宿泊施設から観光プログラム実施場所、観光スポット、宿泊施設間の送迎等を含めた観光
プログラムが提供できるようになり、観光サービスの質的向上や時間の効率化も図られ、宿泊収入以
外の面でも収益に貢献しています。

心の不調を感じ始めた人のサードプレイス

今後の取り組みとして、就業移行支援の分野にも注力していきたいと考えています。精神疾患を抱
える方の社会復帰を支援するため、短期間（ ～ 日）ではなく、 ヶ月から半年程度の長期滞在型プ
ログラムを提供する施設の設立を検討しています。誰もが安心して利用できる環境を整えることで、持
続的な支援が可能な仕組みを構築することを目指しています。
全国的に「癒やしの場所」を増やすことが望ましく、心の不調を感じ始めた人が気軽にアクセスでき

る場があれば、早期の予防や支援につながります。特に、うつ病になりかけている人や、予防したいと
考えている人にとって、医療機関へつなぐ前のワンクッションの場が必要で、後の展望としては、医療
機関との連携を深め、適切な支援を提供できるようなネットワークを構築していきたいと考えています。
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事例3.

環境

アスファルト殻をリサイクルする取組み

資源の循環利用による
持続可能な社会の実現

株式会社八重島工業（やえじまこうぎょう）

ミッション 再生アスファルト骨材の製造と循環利用の技術を通じて
地域社会に貢献

事業概要

事業者概要

再生アスファルト骨材の製造

所在地 石垣市大川 設立 1988年1月
資本金 2,000万円 従業員数 15名
業種 建設業（舗装、土木、水道施設、とび）、

産業廃棄物中間処理（がれき類）、産業廃棄物収集運搬など
ＵＲＬ https://www.big-advance.site/s/187/1471
代表取締役 平良 聡

道路舗装に用いる再生アスファルト混合物は、石油精製
の残留物ストレートアスファルト、砕石・砂・石粉（石灰岩
を粉砕した粉）、再生アスファルト骨材を高温（160度～
180度）で、混合して製造する

【これまで】

【この先】

循環
利用

自然砕石等
(山を削り採取した

砕石等）

循環利用
（道路工事で排出
した砕石等）

写真は、
当社敷地内にある、既設道路の補修
工事等で剥ぎ取られたアスファルト殻。
工場で再生アスファルトとして製造し、
道路舗装工事時に使用する。

自然
砕石
等

「ゆいくる」材※
※沖縄県リサイクル資源認定を
受けた製品、
再生アスファルト混合材

イメージ図

道路工事
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取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

道路工事等で排出されるアスファルト殻を受入れアスファルト
再生骨材に資源化し、同再生骨材と新材を混錬し再生アスファル
トを製造している。 同再生骨材は沖縄県リサイクル資材評価認定
制度の基準に適合し公共工事で積極的に使用されているもので
ある。アスファルトプラントを更新し、アスファルト殻をリサイクルする
取組みを進めている。

写真提供：沖縄県

循環利用の効果 左：自然砕石採取抑制、右：森林保護

写真提供：ＯＣＶＢ（石垣島の自然）

アスファルト製造に
関連する、アスファ
ルトプラント等の設
備資金を融資

公共工事

（（株株））八八重重島島工工業業

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ

資資源源のの循循環環利利用用にによよるる持持続続可可能能なな社社会会のの実実現現

「「環環境境負負荷荷軽軽減減」」とと「「地地域域社社会会のの発発展展」」のの共共存存

社社会会へへのの影影響響・・効効果果

国・県など
アアススフファァルルトト殻殻のの
排排出出

中中間間処処理理、、
製製造造舗舗装装工工事事

アアススフファァルルトト殻殻をを粉粉砕砕ししアアススフファァルルトト再再生生骨骨材材をを製製造造
再再生生骨骨材材とと新新材材をを混混練練しし再再生生アアススフファァルルトトをを製製造造

沖沖縄縄県県リリササイイククルル評評価価認認定定
制制度度「「ゆゆいいくくるる」」材材のの認認定定

写写真真はは、、当当社社敷敷地地内内ににああるる、、既既
設設道道路路のの補補修修工工事事等等でで剥剥ぎぎ取取
らられれたたアアススフファァルルトト殻殻
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再生アスファルト製造に取り組む経緯

アスファルト殻をリサイクルする取組み

道路工事等で排出されるアスファルト殻を受入れ、アスファルト再生骨材に資源化し、同再生骨材と新材を混
錬し再生アスファルトを製造。2020年にはアスファルトプラントを更新し、アスファルト殻の再生率を高めました。
リサイクル資源の循環利用による持続可能な社会の実現に取り組んでいます。

1988年 1月 株式会社八重島工業を設立
1990年 4月 アスファルトプラントを取得
2003年 8月頃 再生骨材の資源化に取り組む、石垣初のハーフドライ式リサイクルプラントを導入
2006年 3月 「ゆいくる材」の認定。県内で5番目、県内離島では初
2006年10月 産業廃棄物処分業許可（中間処理）を取得
2020年 6月 新アスファルトプラント、フル加熱式リサイクルプラントに更新

再生骨材利用比率の向上と、環境負荷低減を両立させる取り組みを推進

代表者の経歴、事業の歩み

2000年初期より、石垣初のハーフドライ式リサイクルプラントを導入するなど、再生骨材の資源化
に積極的に取り組んできました。
石垣市において、アスファルト製造に必要な骨材注1などの資源が不足しており、現在は沖縄本島か
ら一部を購入し製造が行われています。島内産の（自然）骨材を使用しアスファルト混合物を製造し
てきたものの、今後は島内産の（自然）骨材がより不足することが見込まれます。島内の限られた資
源の持続的な利用を考慮し、リサイクル骨材の活用をより一層促進しています。
一部の骨材をリサイクル材に切り替えることで、環境負荷を減らしながら、コスト削減のメリットも期
待できます。例えば、沖縄本島から石垣まで砕石を運ぶには１トンあたり2,000円以上の運賃がかり
ますが、リサイクル材を活用することで、島外からの購入量を抑え輸送費が減り、製造コストの低減も
図られます。
石垣市でのリサイクル骨材の総量は約２万トンに達しうち約5,000トンを当社が出荷。石垣市には

当社を含め４社の業者があり、業界全体で協力し取り組みを進めています。
日本全国においてアスファルトのリサイクルが業界全体の課題として取り組まれており、地域として
も積極的にリサイクルを進めているところです。
注1 道路舗装に用いるアスファルトは、ストレートアスファルト（石油精製の残留物）と砕石・砂・石粉（石灰岩を粉砕した粉）を高温
（160～180度）で混ぜて製造する。骨材とは、砕石・砂・石粉といった混合材料のこと。

ＩＩＮＮＴＴＥＥＲＲＶＶＩＩＥＥＷＷ 株式会社八重島工業（やえじまこうぎょう）
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地域におけるアスファルト業界の課題

過去 年間、沖縄県や石垣市の建設予算は現状維持となるなか、コロナ禍の影響で民間工事が減
少。その影響でアスファルトの出荷量も伸び悩んでいるのが実情です。コロナ前は 以上を占めて
いた民間のアスファルト工事は、現在は 以下に低下。コロナ後は回復傾向にありますが、アスファル
ト施工は建物建設の最終工程となるため、実際の受注が 年後になることも多く、まだ売り上げには結
び付いてはいません。
一方、物価高や円安による仕入れコストの上昇、人件費の高騰が続いています。また、作業環境の

改善も課題です。施工にあたり、 度のアスファルトの周辺は高温になり、熱中症リスクが高まります。
人員を増やし休憩を入れながら作業すれば安全性は向上するが、工賃が 倍になり経費がかさむ
のが現状。今後はフォームドアスファルト（中温化技術）注 などの導入により、作業環境を改善しなが
ら効率的に進めていくことが重要と考えています。
リサイクル材の導入によりコスト削減や環境負荷の軽減を図ることで、資源の枯渇を抑え、持続可

能な地域社会の実現を目指しています。今後も品質確保、リサイクル率向上や二酸化炭素排出抑制
といった環境負荷低減、作業環境の改善を両立させる取り組みを進めていきます。
注 高温のアスファルトに微量の水を加えることで急激に発泡させ、体積を増やして施工しやすくする技術。このプロセスにより、低温
施工が可能で環境負荷が低く、燃料コストを削減しつつ耐久性・耐水性が向上。リサイクル材を活用できる持続可能な舗装技術であ
る。

リサイクル率向上と環境負荷低減を両立させる事業への取り組み

（１）環境負荷の低減と新技術の導入
より資源の循環利用に取り組めるよう、 年 月に、当社は、石垣市で初めてフル加熱式リサイ
クルプラントの導入を行いました。新しいプラントは、リサイクル混入率を ％注 まで高めることのでき
る性能を備えます。再生アスファルトのリサイクル材と新材の配合比率が高まっていけば、新材の投入
量が減り、資源枯渇を避けることができます。
注 再生骨材の品質が一定でないため、現在、ゆいくる材の再生材混入率は ％

石垣市内のリサイクル資源の調達
当社は、産業廃棄物の中間処理も行っており、旧石垣空港から排出されたのアスファルト約４万トン

を貴重な資源と考え、アスファルトの処分を請け負いました。この時の資源を再生アスファルトのリサイ
クル材として活用しており、４万トンのうち約６～７割が再利用可能となっています。現在も一部の天然
資源は採取できますが、それだけでは需要を満たすことができず、沖縄本島からの供給に依存するこ
とが必須になっているのが現状です。舗装工事で排出されたアスファルト殻を含めた既存の材料をい
かに有効活用するかが、今後の重要な課題となると考えています。

沖縄県リサイクル資材評価認定制度「ゆいくる材」の認定
沖縄県は、廃棄物を活用した建設リサイクル資材の利用促進と最終処分場の延命化を目的に、

「沖縄県リサイクル資材評価認定制度（ゆいくる）」を平成 年 月に制定。品質・安全基準を満たす
資材を「ゆいくる材」として認定し、公共工事での使用を推奨しています。当社の再生アスファルトも、
この「ゆいくる材」として県内では 番目に認定を受けました。当社では、リサイクル材の使用を検討し
ていたこともあり、「ゆいくる材」の制度が設けられたことで、認定を取得する方針を固めました。当時、
制度に対応する同業者は少なく、特に離島での認定取得は初。この認定を受けたことで、再生アス
ファルトの品質や環境への安全性が証明され、公共工事への活用が促進されています。
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事例4.

環境

人も地球も心地よく過ごせ、ワクワクする世界へ

アートとテクノロジーで
廃棄物を
おしゃれ！かっこいい！へ

株式会社ＷＡＬＬＴＥＣＨ（ウォールテック）

ミッション アートとテクノロジーの両輪で、
地球にも人にも優しい心地よい社会をつくる。

事業概要

事業者概要 所在地 沖縄市比屋根 設立 2023年11月
資本金 500万円 従業員数 2名
業種 インテリア・小物雑貨の製造
ＵＲＬ https://walltech.jp/
代表取締役 長谷場咲可

アート壁事業

繊維パネル事業 COLLAGE

焼却・埋め立て処分される衣類・ビニー
ルハウスの廃材を活用して壁材・什器・
雑貨小物等を製造販売し、環境配慮を
目的としたサスティナブル事業を行う。

左上：名刺入れ
左下：イヤリング 右下：小物入れ

2Dデータ

壁材を使って立体壁施工

3Dプリンタで型枠作成3Dデータ

事業独自の技術で職人の負担を軽減し、廃棄資源も活用しながらアート壁を
施工可能にする仕組みを構築

Walltech Art

アートとテクノロジーで、
壁がマーケティングツールに変わる
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取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

沖縄では年間約 トンもの農業用ビニールハウス等が廃棄され、
その一部は焼却・埋め立てされている。また、衣料品については多く
の商品が複数種類の繊維で製造されているため、現在の技術でもリサ
イクルが難しく、焼却・埋め立てされるといった課題がある。
当社の独自技術によって、廃棄物をアートとテクノロジーを用いたワクワ
クする商品（アート壁、小物等）へとアップサイクルし、廃棄資源の地域
循環を実現している。

融資

アートの要素を追加

（（株株））ＷＷＡＡＬＬＬＬＴＴＥＥＣＣＨＨ

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ アアーートトととテテククノノロロジジーーのの力力でで
地地球球ににもも人人ににもも優優ししいい心心地地よよいい社社会会をを作作るる

衣衣類類・・農農業業ビビニニーールル、、廃廃棄棄ガガララスス、、石石膏膏ボボーードドななどどをを
アアッッププササイイククルルしし、、廃廃棄棄物物のの削削減減、、 のの削削減減。。
アアーートトをを介介ししたた関関わわりりでで幸幸福福感感をを感感じじるる人人のの増増加加。。

社社会会へへのの影影響響・・効効果果

沖縄市
商業施設
各種イベント
企業

廃棄物
農業用ビニール
例：ビニールハウス
マルチシート

廃棄衣類
縫製工場ハギレ

廃棄ガラス
廃棄石膏ボード

出資

繊繊維維パパネネルル アアーートト壁壁

アーティスト

個人
企業

・アパレル
・インテリア
・観光 ほか

49



事業立ち上げ経緯

アートとテクノロジーで廃棄物を変える

リサイクルが困難な混合繊維や農業用ビ
ニール等を、アートとテクノロジーを用いて付
加価値を付け、ワクワクする商品（アート壁、
小物等）へとアップサイクルする、廃棄資源の
地域循環の実現に取り組んでいます。

前勤務先は、農産物の資源を活用するスタートアップ企業で、パイナップルの葉から繊維を取り出
す事業を担当。その過程で、糸にならない繊維が発生する課題に直面し、それを壁材として活用する
可能性を見出し、天然繊維に特化したリサイクル事業を展開していました。しかしながら回収される衣
類の多くは、ポリエステルや綿などの混合繊維と呼ばれる化学繊維と天然繊維が混ざっているもので、
リサイクルが困難でした。天然素材以外のものでも、まだ使えるものがたくさん捨てられている、リサイ
クルには天然繊維以外の素材を扱う必要があると感じ、前勤務先の方針と異なることもあって、協力
関係を維持しながら、2023年11月に独立。
最初はアート壁事業でスタートし、その後アート壁の素材から派生した繊維パネル事業が生まれて
きました。 壁材の改良を進め商品化を模索している中で、繊維パネルが好評で生産も確立していた
ことから、繊維パネルを独立した商品として商品化し、市場にも展開を図りました。薄い繊維パネルは、
切ったり縫ったりできるので名刺入れや財布などの小物に加工でき、元の生地デザインを活かして唯
一無二の品となります。
アート壁事業は、テクノロジーとアートの力をプラスして、空いているスペース(壁）が新たなマーケ
ティングツールになるという事業で、今はアート壁の絵の写真を撮ると、制作したアーティストの情報に
繋がる仕組を構築しています。重要なテーマの一つにアーティスト支援があります。画商だった祖父の
影響で、本物の絵画に囲まれて育ち、アートの価値は展示される場所で高まることを実感しました。日
本ではアートに対する経済的な支援が少なく、アーティストの地位が低いと感じることが多々あります。
アートの力を活用しながら製品を展開し、アーティストへ正当な報酬を支払うシステムを重視し、アート
壁が転売された際に、アーティストへ収益が還元されるなど、所有権移転時にも収益が入る仕組みを
整え、持続可能なアーティスト支援を目指しています。

ＩＩＮＮＴＴＥＥＲＲＶＶＩＩＥＥＷＷ 株式会社ＷＡＬＬＴＥＣＨ（ウォールテック）

製品化を進めるなかで出てきた課題

繊維パネルを活用して机の天板などの大型製品を作る構想もありましたが、規格や強度基準が厳
しく、品質確保の観点からも、大規模な機械での量産化は現状では難しく、まずは製造がコントロール
しやすい小型サイズの製品に切り替え、事業展開する方針に変更しました。

代表者の経歴、事業の歩み

大阪モード学園を卒業後、アパレル
メーカーに勤務。素材・製造の知識、
パタンナーの経験を積む

2005年 結婚を機に退職し沖縄へ移住
2005年 家業の傍ら、ハンドメイド作家として、

雑貨・オーダーメイド服を製作
2022年 ㈱フードリボンに勤務し、繊維事業統括

マネジャーとしてパイナップルの葉から
繊維を取り出す事業を担当。

2023年11月 当社設立し、代表取締役に就任
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直面している課題

繊維パネルの制作にはプレス機が必要ですが、県内に保有する先がなく、徳島県まで行き加工を
行っており、時間の制約や旅費等の移動コストが大きな負担となっています。この課題を解決するため、
沖縄公庫の融資を活用しプレス機の設備投資を進めています。機械は、性能を絞り込み必要なスペッ
クのみとすることで低コスト化を図っています。
繊維パネルの材料として使用を検討しているビニールハウスから出る廃ビニールは産業廃棄物で

あるため、勝手に回収し使用することができません。産業廃棄物の取り扱いは難しく、適切な処理方法
や加工技術の確立が必要で、アップサイクルの過程では、原材料の確保から商品開発までの一連の
プロセスが複雑となり、単純に再利用することが難しい部分です。これらの課題を一つずつクリアし、
持続可能なアップサイクル事業の確立を目指しています。

事業展開時における取り組み

事業を支える仲間と支援体制
繊維パネルの制作では、衣類の分解やデザインの配置を「就労継続支援 型 アトリエ・ねこいろ」
に依頼。デザインは、色味などを指定することもあるが、作業を楽しんでもらいたいため、基本的には
自由に制作してもらっています。また、キーホルダーや財布などの商品加工では、前勤務先の工場に
委託。前勤務先の協力で商品化を進めています。
事業立ち上げ時には「 」からの紹介を受け、カリーインパクト イノベーション 号投

資事業有限責任組合（通称カリーファンド）から出資、沖縄振興開発金融公庫から「沖縄社会課題
対応企業等支援貸付」の融資を受けました。沖縄公庫からの融資を活用し繊維パネルのプレス機の
設備投資を進めています。
２ 繊維パネル事業とアート壁事業
繊維パネルを活用した名刺入れ・キーケース・カードケースなどの小物を制作し、本格的な販売を
進める予定で、繊維パネル素材の販売も検討中。繊維パネルは自由に加工でき、ワークショップの開
催も可能。不要になった衣類を持参し、繊維パネルに加工して小物を作ることで、思い出の服を新し
い形で残すことができます。現在は制服などをアップサイクルするプロジェクトなど企業との の
事業も進行しています。
アート壁では石膏ボードと廃ガラスを使用しており、廃ガラスの供給元と連携し、地域の資源を活用

する生産体制の構築を目指しています。製造工程では、 プリンターで型を作り、つなぎ合わせる手
法を採用。しかし、大規模な壁面の場合、吹き付け工程において水分量の調整が難しく、ひび割れが
生じるなど課題もあり、施工方法の見直しを進めているところです。またほかにも、建物への負担軽減
のため、発泡剤を使用した軽量化も検討し、強度を確保し施工の自由度を高める取り組みを進めて
います。

地域循環型の取り組みと今後の展開

沖縄では廃棄されたビニールハウスのビニールは、九州へ輸送・埋め立て処理されており、廃棄す
るために輸送コストやエネルギーがかかっています。地域内で循環できる仕組みを作ることで無駄な
エネルギーを消費しないのが理想です。この問題は日本全体、さらには世界共通の課題であり、不要
なものを地域資源として活用できる仕組みを地域で構築することで、エネルギーコスト削減や持続可
能な社会の実現につながります。将来は、日本国内だけでなく世界にも展開し、資源循環モデルを構
築し、各地の事業者が実施することを目指しています。地域ごとに適した資源循環の方法を模索しな
がら事業拡大していきたいと思います。
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子ども
若者

「いるだけでいい」「何かやってみたい」「一歩踏み出したい」

社会的孤立状態の子ども・
若者の社会参加を応援

特定非営利活動法人沖縄青少年自立援助センターちゅらゆい

事業者概要 所在地 那覇市松川 設立 年 月
従業員数 名（常勤 名、非常勤 名）
業種 居場所作り、就労支援ほか
ＵＲＬ
代表取締役 金城 隆一

子ども・若者への教育・就労・生活支援と普及啓発を行う。
それらの活動へ子ども・若者が主体的に参画することで、誰もが安心
して、自分らしく生きられる社会の力になる。
・子どもの居場所「 」
・学ぶ場と機会を届ける場の運営
・若年就労支援「アシタネワークス」、「 沖縄」の運営
・社会への発信・活動の拠点「ユースセンター・アシタネ」の運営

那覇市

委託事業

（（特特非非））沖沖縄縄青青少少年年自自立立
援援助助セセンンタターーちちゅゅららゆゆいい

那覇市の
利用者

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ

若若者者支支援援事事業業

・就労困難を抱える若者を支援する
就労支援事業所
「アシタネワークス」の運営
・デジタルワークに取り組める環境を
つくる「 沖縄」の運営

子子どどもも・・若若者者ををパパーートトナナーーととしし、、①①子子どどもも若若者者アアドドボボカカシシーー※※のの実実践践
②②「「社社会会的的孤孤立立問問題題」」のの解解消消③③「「多多様様なな遊遊びび」」のの創創出出 をを行行うう
※ 意見や考えを表明できるようにサポート、擁護、代弁すること

普普及及啓啓発発事事業業

・自分たちで企画し実施するなど、子ど
も、若者自身の「やりたい」・得意を活
かす場の活動拠点「ユースセンター・ア
シタネ」の運営
・連携や協働、視察、講演・イベント開催

子子どどもも支支援援事事業業

・子どもの居場所「 」の運営
・学びを必要とする子どもたちに学ぶ場
と機会を届ける
・オンライン相談とオンライン居場所の
運営

融資

那覇市以外の
利用者

企業

個人

ほか

支援者

自分の
したいように
自由に過ごす

たくさん
学び
遊び
体験する

寄付、体験サービスの提要、職場体験ほか

株式会社

連携
プロジェクト

一般社団法人

沖縄

共同
プロジェクト

寄付等の活用

取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

委託・連携

寄付等の活用

事例5.
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社会
教育

世界中に１カ国ずつ友達がいることが当たり前の社会

ＨｅｌｌｏＷｏｒｌｄ株式会社 (ハローワールド）

所在地 沖縄市中央 設立 年 月
資本金 万円 従業員数 名
業種 デジタルを活用した学習支援国際交流事業
ＵＲＬ
代表取締役 野中光、冨田啓輔

多方面から世界をつなぐ多文化共生のインフラ作り
・学校の英語の授業に導入する アプリ
「世界の教室を繋ぐ 」

・地域に住む外国人のお宅でのホームステイ「まちなか留学」

ＨＨｅｅｌｌｌｌｏｏＷＷｏｏｒｒｌｌｄｄ（（株株））

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ

ままちちななかか

『『世世界界中中にに１１カカ国国ずずつつ友友達達ががいいるるここととがが当当たたりり前前のの社社会会ををつつくくるる』』

ままちちななかか留留学学

融資

教育機関

多様性を社会に実装する
多文化共生のインフラづくり

利用者

連携

寄付の活用で
低所得世帯への
国際交流プログラム

提供

を活用し、スピーキング練習や海外
とのオンラインの国際交流による実践
的な英語学習をサポート。生徒の英語
力向上に加え、自動化システムによる
教員の負担軽減を実現

日本にいながら週末気軽に、外国人の
お宅でホームステイ。関東と沖縄で、

の異文化体験を提供

多国籍のイングリッシュスピーカーと英
語でコミュニケーションをとりながら街
を歩き、与えられたミッションを解きなが
ら、ゲームクリアを目指すプログラム 一般社団法人

連携

個人

企業

地域

寄付、支援

公益財団法人
みらいファンド沖縄と

連携

まちなか留学基金
の運営

企業や団体（あしな
が育英会様など）と
のコラボレーション

学生
（子ども、若者）

事業者概要

取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

事例6.
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文化

合同会社Ａｃｈｅｒｍａｋｅ （アッチャーメイク）

明日 アッチャー）を創る（メイク）

沖縄空手の発展や保存継承

所在地 那覇市松川 設立 年 月
従業員数 名
業種 空手武道用品販売、コンサルティング業ほか
ＵＲＬ
代表取締役 上野 昌史

沖縄空手界の課題のひとつに世界的な釵（サイ）不足があった。
古伝の釵を調査し、理想をヒアリングし、職人の手技手作りから工
場での大量生産体制を構築。
「沖縄発」の釵（サイ）制作販売を行う。

同同 ＡＡｃｃｈｈｅｅｒｒｍｍａａｋｋｅｅ

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ 新新たたなな明明日日へへつつななげげてていいくく 取取りり組組みみ
沖沖縄縄空空手手のの発発展展やや保保存存継継承承にに貢貢献献

融資

公益財団法人
沖縄県産業振興公社

空空手手道道具具製製作作販販売売等等
空空手手周周辺辺事事業業

・武道用品販売、
・格闘技パーソナル指導
・グッズ販売
・コンテンツ製造販売

企業紹介
支援

金属メーカー 連携

釵（さい）は、琉球古武術で使用される武道具の つ。
沖縄空手界をヒアリングした中で出てきた課題のひとつが「世界的な釵不足」と判明し、釵作りにチャレンジ。
県内の様々な道場や指導者を回り、各地に残された古伝の釵を調査し、理想の釵について情報収集したが、現代の国内技術ではコ
ストに見合う生産が難しく、釵づくりは難航した。
そんな中、沖縄産業振興公社の紹介・支援を受け、県内金属メーカーとの協業が決まり、最新の技術を用いて製品化に至った。
空手愛好家への安定供給を実現し、事業基盤の拡大及び沖縄空手の普及を推進する。

事事業業支支援援ココンンササルルテティィンンググほほかか

・コンサルティング
・企業・自治体向け課題解決ワーク
ショップ

ほか

取り組み

ソーシャルビジネスのスキーム

事業者概要

事例7.
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福祉

合同会社７Hラボ（セブンエイチラボ）、株式会社ｃｏｌｏｒｓ（カラーズ）

色んな色を持った多くの人が手を取り合う社会

障がい者の働く場を創設し、
社会への参画機会を提供

事業者概要 所在地 石垣市新川 設立 年 月 ７ ラボ 、 年 月 ｃｏｌｏｒｓ
従業員数（アルバイト含む） 名 ７ ラボ 、 名（ ）
業種 障がい者グループホーム、訪問看護事業、飲食業ほか
ＵＲＬ

代表取締役 設樂 幸生

取り組み 同 ラボ・・・障がい者グループホーム事業、
心のケアに特化した訪問看護事業

㈱ ・・・障がい者就労及び社会支援の場である惣菜製造の開業

同同 ７７ ララボボ

ＭＭＩＩＳＳＳＳＩＩＯＯＮＮ つつののＨＨでで、、みみんんなな笑笑っってて取取りり組組みみ 過過ごごせせるる事事をを目目指指すす
、、 、、 、、 、、 、、 、、

自自宅宅外外ののおお家家：：
ググルルーーププホホーームム「「なななないいろろ」」

ソーシャルビジネスのスキーム

融資

・知的・精神を主にした女性向け施設
の運営 居室）
・知的・精神を主にした男性向け施設
の運営 居室）

（（株株））ｃｃｏｏｌｌｏｏｒｒｓｓ

精精神神疾疾患患をを中中心心ととししたた
訪訪問問看看護護事事業業：：
訪訪問問看看護護スステテーーシショョンン「「ににじじいいろろ」」

精神疾患をお持ちの方やこころのケア
を必要とされている方を対象に、自宅や
入所する施設に赴き支援する。

連携

注 は、（一社）かけはしの事業である有償送迎サービス（予定）
は、 同 ７ ラボの事業である訪問看護事業

就就業業のの場場：：飲飲食食事事業業「「居居酒酒屋屋 島島食食材材とと出出汁汁のの店店 とといいろろ」」

急速に減少した障がい者の就業の場の提供（就労継続支援Ａ型）を行うため、当社を設立。

閉店した居酒屋において、新たに惣菜製造業及び居酒屋を開業した。

昼間の惣菜製造だけでは売上が小規模にとどまる可能性があることから、長期安定的に事業を
継続するために、夜間は同店舗を居酒屋として新たに運営して、社会性と事業性の両立を図った

一般社団法人
かけはし

連携

病院

自宅

Home

社会

事例8.
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（３） 融資事例から見た沖縄のソーシャルビジネスの特徴と課題

前節では、沖縄公庫におけるソーシャルビジネスの融資事例として、インタビュー 件と事例 件
を紹介した。各企業のインタビューから見えてきたこととして、それぞれ異なる分野で事業展開し
ているが、共通して地域資源を活用し、持続可能なビジネスモデルの構築に取り組んでいる。沖縄
で取り組まれているソーシャルビジネスに共通する特徴と課題について考察を試みる。

①① 目目のの前前ににああるる課課題題へへのの気気づづききかかららアアククシショョンンへへ（（社社会会のの隙隙間間をを解解決決すするる事事業業））
ソーシャルビジネスの要件に、「社会性」（社会的課題の解決を目的とし、地域社会や社会全体に
貢献すること）がある。 社はいずれも、沖縄における社会の隙間から生じる課題に対し、解決に
取り組んでいる。
島嶼地域では地域資源に限りがあるため、資源の多くを島外から取り寄せる必要があり、コスト
を抑えるための工夫が必要となる。しかし、島内で発生する廃棄物を再利用することは、廃棄物を
減らし資源循環を図り、地域の持続性を高めることに繋がる。例えば、株式会社 で
は、沖縄の廃ガラスや廃繊維を活用し、新たな製品の開発を行っている。株式会社八重島工業では、
地域で排出される産業廃棄物のアスファルト資材をリサイクル材として活用し、再生アスファルト
の製造を通じて資材の輸送コスト削減と資源の効率的利用を図っている。
また、沖縄の豊かな観光資源を生かすことで社会的課題解決へ繋げる取り組みもある。イースト
ホームタウン沖縄株式会社は、南城市の文化や自然資源を生かしたウェルネスツーリズムを推進し
観光によるまちづくりを支援している。一般社団法人 では、ハンディキャップのある児童
や医療的ケア児に沖縄旅行や沖縄の海で海水浴を体験でき、家族には自分の時間を過ごしてもらう
出張型レスパイトサービスの提供を行っている。
暮らしの中や仕事を通して課題にいち早く気づき、収益構造やビジネスモデルが確立されていな
いにも関わらず、強い思いをもって社会課題解決に着手した点は、ソーシャルビジネスの特徴とい
える（図表 ）。
  

図表 4－2 融資先インタビュー ～社会の隙間を解決する取り組み～ （再掲）  

団体名 社会の隙間を解決する取り組み
一般社団法人 医療的ケア児への訪問看護・介護のほか、レスパイト 注を含めた

サービスでケア児とその家族の暮らしを支える
イーストホームタウン沖縄
株式会社

メンタルヘルスと観光を融合させたツーリズムを展開し、個々の
精神的ケアや観光によるまちづくりに応える

株式会社八重島工業 沖縄の島嶼地域におけるアスファルト資源の不足に対処するた
め、アスファルト殻をリサイクルし、再生アスファルトの利用を
推進

株式会社 廃繊維等をアップサイクルした壁材や雑貨小物の製造・販売を通
じ、廃棄物問題の解決を図る

注 在宅介護を支える家族が介護から一時的に離れ、リフレッシュすること
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②② 新新たたななビビジジネネススモモデデルルへへののチチャャレレンンジジとと工工夫夫（（新新ししいい仕仕組組みみへへのの挑挑戦戦））
ソーシャルビジネスの要件の一つに、「革新性」（従来の方法では解決が困難であった課題に対し、

独自の解決策を提供すること）がある。社会の隙間に向き合いながらも、既存事業や他の社会課題
と組み合わせることで、解決方法を模索し、独自の解決策を生み出している（図表 ）。

図図表表 44－－33  融融資資先先イインンタタビビュューー  ～～新新ししいい仕仕組組みみへへのの挑挑戦戦～～  （（再再掲掲））    

団体名 新しい仕組みへの挑戦
一般社団法人 訪問看護と介護を組み合わせた独自のサービスの提供で、療育施

設不足を緩和し、家庭でのケアを円滑なものにする。
イーストホームタウン沖縄
株式会社

商標登録した「逃げ旅」でその地域に合ったストーリーを設定す
る事業モデルを構築し、メンタルヘルスと地域資源を組み合わせ
た観光産業の新たな可能性を開拓する。

株式会社八重島工業 「ゆいくる材」の認定を受け、公共工事にリサイクルアスファル
トを活用し、石垣初のフル加熱式リサイクルプラントの導入で、
環境負荷の低減と資源の持続的利用を図る。

株式会社 アートとリサイクルを融合させることで、廃棄物の有効活用とア
ーティスト支援の両立を実現する。

③③ 持持続続可可能能ななビビジジネネススモモデデルルのの構構築築にに向向けけたた環環境境整整備備
ソーシャルビジネスの要件の一つとして、「事業性」（持続可能な収益構造を持ち、経済的に自立

できること）がある。収益性の低い領域で取り組む場合も多いため、持続可能な収益構造を作るに
は工夫が必要である。持続可能なビジネスモデルの構築に向けて、①事業開始時の円滑な資金調達、
②多様な収益源の活用の観点から、事例紹介先を整理した。事業の成長過程に合わせ様々な収益源
や外部資源の協力を得ながら、アイデアを事業に成長させている（図表 ）。

  

57



図表 4－4 融資先インタビュー ～持続可能なモデル構築に向けた環境整備～ （再掲） 

  団体名 持続可能なモデル構築に向けた環境整備
①事業開始時の円滑な資金調達
②多様な収益源の活用

一般社団法人 ①日本財団の助成金と沖縄公庫や銀行からの融資を活用し、施設
建設や運営資金を調達
②看護・介護・医療事業収入のほか、行政からの事業受託など複
数の事業収入で運営を安定化

イーストホームタウン沖縄
株式会社

①元上司や顧客からの出資、商工会の経営指導
②商標登録した「逃げ旅」でその地域に合ったストーリー設定で
事業モデルを構築して県外へも拡大。 組成検討会への参
画、企業への講師派遣、宿泊業など関連事業を手掛け、多様な収
益源確保に取り組む

株式会社八重島工業 ①沖縄公庫の融資を受け、フル加熱式リサイクルプラント設備更
新
②公共工事にリサイクルアスファルトを利用

株式会社 ①カリーインパクト イノベーション 号投資事業有限責任組合
（通称カリーファンド）の出資と沖縄公庫の融資を活用し、事業
基盤を強化
②製造方針を柔軟に見直して収入確保
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④④ 沖沖縄縄のの地地域域課課題題をを解解決決すするる つつのの企企業業のの共共通通点点
図表 では、沖縄の地域課題を解決する つの企業の共通点をまとめた。その結果、「地域資

源の活用」×「ビジネスモデルへの理解の獲得」×「外部支援の活用」 という共通した特徴を持っ
ている。各社が異なる分野であっても共通する視点を持っていることが分かる。

  

図表 4－5 沖縄の地域課題を解決する 4つの企業の共通点  

項 目 一一般般社社団団法法人人 イイーースストトホホーームム
タタウウンン沖沖縄縄
株株式式会会社社

株株式式会会社社
八八重重島島工工業業

株株式式会会社社

課題 医療的ケア児の
在宅生活を支え
る支援不足

ストレスの多い
社会と新しい観
光地づくり

廃棄物再生利用
による自然保護

リサイクルが難
しい廃繊維の増
加

地域資源の活用
沖縄旅行、海、
地域の土地

地域特有の文化
と自然

地域の道路等か
ら排出されたア
スファルト殻

地域で収集した
衣服等の廃棄物

主な資金調達・資金支
援（ビジネスモデルへ
の理解の獲得）

・助成金
・融資

・個人出資
・融資 ・融資

・ファンド
・融資

外部支援の活用、
（外部機関との連携・
協力、ネットワークの
拡大）

・日本財団
・就労継続支援
Ｂ型事業所
・家族会
・企業等からの
寄付支援

行政・観光協会
と連携

沖縄県の
「ゆいくる材」
制度

・
の創業支援
・カリーファンド
の経営サポート
・就労継続支援
Ｂ型事業所や企
業との連携

各企業は、地域資源を適切に活用しながら、外部支援を活用することで、持続可能なビジネスモ
デルを構築している点が共通している。イーストホームタウン沖縄株式会社は、行政や観光協会と
の連携やネットワークを活用し、地域特有の資源や地域の特色を反映した観光プログラムの企画・
提案・実施で事業展開を図っている。株式会社 では、製造方法や商品開発を就労継続
支援 型事業所や前勤務先と連携することで、初期段階において自社で過大な設備投資や人的投資
を行わずスモールスタートしている。また、株式会社八重島工業では、沖縄県の「ゆいくる材」とい
う行政の認証制度をいち早く活用し製品の価値を向上させることで、地域で先駆けて事業展開して
いる。社会課題は複数の要因や問題構造と複雑に連鎖しており、根本的な解決に導くには、１事業
者で取り組むだけでは解決は難しい場合が多い。各社は行政、企業、地域住民と連携を進めること
で、自社だけでは足りない資源やネットワークの調達を図ってビジネスモデルを構築している。
また各企業は、資金調達の面において自己資金以外に、外部から調達している。融資のほか、一

般社団法人 では助成金、株式会社 では出資といった形で資金拠出や経営支援
を受けている。外部から資金を調達するには、資金提供者にビジネスモデルを説明し理解や共感を
得る必要がある。いずれの事業者も事業性や革新性など明確にすることで資金提供者からの理解を
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得ることに成功している。なお融資については、相談・申込時の計画書作成、事業の進捗報告に係
る書類作成などの金融機関とのやりとりに苦戦したとの声も聞かれた。金融機関に対しては、ソー
シャルビジネスを手掛ける者は借入に不慣れな場合も多いことから、寄り添った対応を求めたい。
インタビューを行った 社のほか、事例紹介 先を含めたこれらの企業は、助成金、委託事業な

ど多様な収益源を活用しつつも、依存しすぎることなく自立した収益モデルの実現に努め、複数の
事業や安定した売上で収入確保に取り組み運営の安定化を図っている。また、すべて自社で賄うの
でなく、外部のリソースと適切に連携しながら小さくスタートし、成長に合わせて規模の拡大をお
こなっていることが、持続可能なビジネスモデルを構築している点で共通していた。
なお、インタビューを行った 名の代表者は課題に対するチャレンジとモチベーションの高さが

共通していた。現在の取り組みを進める中で、次の課題や隣にある課題に気づき、気づいた社会課
題を次のビジネスチャンスと捉え、新たに取り組む姿勢が見られた。例えば、一般社団法人
では、対象とする利用層をより明確にすることで次の課題に気づき、都市部から北部に展開する際
には地域の特性に合わせた事業転換やカスタマイズで、新たな課題に取り組んでいる。
強い思いをもって課題に向き合い進む原動力と、一度ビジネスモデルを構築した経験がもたらす

地域資源や外部支援活用のノウハウで、次の社会課題の解決を図っている。

⑤ ソーシャルビジネスを支える環境の構築に向けて
以上の融資事例から見た沖縄のソーシャルビジネスの特徴と課題より、まとめとして、ソーシャ

ルビジネスを支えるための外部環境の課題について整理を行った。
ソーシャルビジネスの評価の在り方については、社会的インパクト評価ができる県内の産官学金

の体制づくりが必要である 。ソーシャルビジネスは時として、既存にはない新たなビジネスモデル
へのチャレンジである。経済的リターンだけではなく、社会的インパクトの意義も評価しながら、
事業実施のための伴走支援が必要である。また、評価する側も今の価値観や考え方に縛られること
なく、多様な価値観と将来に対するビジョンが求められる。適切な評価を受けることで、ソーシャ
ルビジネスに取り組む企業の社会的信頼度も上がり、より多くの地域資源のマッチングが可能であ
ると考える。また、収益構造がぜい弱で、ビジネスモデルの確立が難しい社会的課題に取り組むこ
とから、 事業だけで収支が成立するのは難しい場合も見られ、評価を行う際には、 事業の事業収
支だけでなく、事業体全体で事業収支が補完しあっている場合もあることを考慮する必要がある。
次に、社会的課題解決という、社会をより良くしようとしているチャレンジには多くのサポート

が望まれる。特に資金調達においては、融資などの返済が必要な資金だけでなく、助成金、補助金
の活用、出資＋融資、助成金＋融資、寄付＋融資など企業の成長段階に合わせた資金支援が求めら
れる。また、多様な収益源の確保は、事業維持の観点からも重要である。
最後に、ソーシャルビジネス分野に取り組む法人格は多様なことから、県外で展開しているソー

シャルビジネス支援ネットワークのような、企業から 法人まで多様な組織形態に対応した支
援体制と互いのネットワークが活用できるプラットフォームを構築することで、担い手の拡大につ

県内における産官学の動きとして、 （令和 ）年度より琉球大学にて「大学連携型ソーシャル・イノベーシ
ョン人材養成事業」が開始予定。ソーシャル・イノベーション人材とは、社会課題の解決にむけて当該課題の中か
らポテンシャルを見抜き、当該ポテンシャルと多様な知見を融合させて新たな価値を創造することができる人材で
ある。
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ながると考える。「ソーシャルビジネス支援ネットワーク」は、担い手が抱える経営課題を解決する
ためのネットワークで、行政や金融機関、 支援機関など専門性の異なる複数の支援機関で構成
される。情報の展開や共有で起業のハードルが下がるほか、経営課題の解決といった支援を提供す
ることで事業の継続が図られる。
今後、これらの企業、行政、地域、大学、金融機関等が連携し、新たな価値創出を行うことで、持

続可能な地域社会の形成に貢献することを期待したい。
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○
沖縄県産業連関表による公共投資の波及効果分析
  　-特に沖縄公庫住宅融資を中心にして-

創刊号 (S 56. 3 )

○ 沖縄の住宅事情と需要の動向 創刊号 (S 56. 3 )

○ 昭和５７年度設備投資計画調査報告 2 (S 56. 7 )

○ 沖縄公庫の融資効果の評価と今後の方向 -沖縄公庫モデルを中心とした計量分析- 2 (S 56. 7 )

○ 沖縄のホテル業界の現状と課題 3 (S 57. 3 )

○ 沖縄県経済の現状と工業振興の方向 4 (S 57. 8 )

○ 昭和５８年度設備投資計画調査報告 4 (S 57. 8 )

○ 沖縄県主要企業の財務行動 4 (S 57. 8 )

○ 昭和５８・５９年度設備投資計画調査報告 5 (S 58. 8 )

○ 沖縄の工業開発と技術集積 6 (S 59. 3 )

○ 沖縄県における食肉加工業 6 (S 59. 3 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告 7 (S 59. 8 )

○ アメリカの地域開発　-いくつかの事例を中心に- 7 (S 59. 8 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告（昭和５９年１０月調査） 8 (S 60. 1 )

○ ２１世紀沖縄の経済・社会構造と政策課題の提案 8 (S 60. 1 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６０年９月調査） 9 (S 60. 12 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６１年３月調査） 10 (S 61. 7 )

○ 復帰特別措置の体系的検討 10 (S 61. 7 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６１年９月調査） 11 (S 62. 2 )

○ 規制緩和下における沖縄の航空体制の課題 11 (S 62. 2 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６２年３月調査） 12 (S 62. 6 )

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６１年度の動向と見通し－ 13 (S 62. 11 )

○

地域産業トピックス
　　水　産　急成長を遂げるも市況悪化への対応に迫られる車エビ養殖
　　流　通　中規模店化が進む小売業
　　　　　　　環境変化への対応を迫られる婦人服店
　　　　　　　急成長下、経営戦略が問われる中古車業界
　　　　　　　需要低迷と価格低下で厳しさ増すガソリンスタンド
　サービス 質的変化が著しい飲食業界
　　　　　　　振興事業に着手した美容業界
　　　　　　　リゾート型参入で新展開が見込まれる県内ゴルフ場
　　　　　　　過当競争に突入したスイミングスクール

13 (S 62. 11 )

○ データ解説  昭和６１年度個人住宅資金（一般住宅・建売住宅）利用者調査報告 13 (S 62. 11 )

○ 開発調査    沖縄のリゾート開発の課題と開発資金の検討 13 (S 62. 11 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６２年９月調査） 14 (S 62. 12 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６３年３月調査） 15 (S 63. 6 )

○ グアム・サイパン市場差別化策の検討 16 (S 63. 8 )

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６２年度の動向と見通し－ 17 (S 63. 11)

○

地域産業トピックス
　　製 造　市場環境の変化と技術革新が著しい印刷業界
　　小 売　変貌する鮮魚店、食肉店の需要環境
　　サービス　新たなサービスのあり方を探る理容業界

17 (S 63. 11)

○ データ解説  昭和６２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 17 (S 63. 11)
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○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 (H 20. 12)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 (H 21. 6)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 (H 21. 12)

○
沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 (H 22. 3)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 (H 22. 6)

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 (H 22. 7)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 (H 22. 9)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 (H 22. 11)

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 (H 23. 4)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 (H 23. 6)

○
２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 (H 23. 7)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 (H 23. 11)
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○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 45 (H 7. 8)

○ 県内駐車場業の現状と課題 46 (H 7. 9)

○
データ解説
　　平成６年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成６年度マンション購入資金利用者調査報告

47 (H 7. 9)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年９月調査） 48 (H 7. 12)

○ 薬草加工販売業の現状と課題 49 (H 8. 1)

○ 新規開業の実態 50 (H 8. 1)

○ 持家取得実態調査 51 (H 8. 3)

○ 「わしたショップ」―拠点方式による県産品のマーケティング― 52 (H 8. 5)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年３月調査） 53 (H 8. 6)

○ 沖縄県におけるタラソテラピー事業可能性の検討　(フランス・タラソテラピー業界視察報告) 54 (H 8. 6)

○ 沖縄での展開が有望なタラソテラピーについて 54 (H 8. 6)

○ 県内小売業の現状 55 (H 8. 7)

○
データ解説
　　平成７年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成７年度マンション購入資金利用者調査報告

56 (H 8. 7)

○ 沖縄の養蜂 57 (H 8. 8)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年９月調査） 58 (H 8. 12)

○
県内レンタカー業の現状
―大規模な規制緩和のもと、更なる発展が見込まれる県内レンタカー業―

59 (H 9. 1)

○
県内貸ビル業の現状
　　―空室率が高い沖縄の貸ビル―

60 (H 9. 2)

○ マイホーム新築資金住宅の建設実態 61 (H 9. 3)

○
車エビ養殖業の現状と課題
―全国一の生産県となるも市況悪化への対応が迫られる車エビ養殖業界―

62 (H 9. 4)

○ 台湾の中小企業とＯＥＭ 63 (H 9. 5)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年３月調査） 64 (H 9. 6)

○
データ解説
　　平成８年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成８年度マンション購入資金利用者調査報告

65 (H 9. 10)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 66 (H 9. 10)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年９月調査） 67 (H 9. 12)

○ 廃棄物リサイクル産業の現状と課題 68 (H 10. 6)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年３月調査） 69 (H 10. 6)

○ 沖縄の産業振興とマルチメディア 70 (H 10. 7)

○
データ解説
　　平成９年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成９年度マンション購入資金利用者調査報告

71 (H 10. 10)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年９月調査） 72 (H 10. 12)

○ 平成９年度ホテル経営状況 73 (H 10. 12)

○ ダイビング業界の現状と課題 74 (H 11. 3)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年３月調査） 75 (H 11. 8)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年９月調査） 76 (H 11. 12)

○ 平成１０年度ホテル経営状況 77 (H 12. 2)

○ 新規開業の現状と創業支援 78 (H 12. 5)

○ 沖縄観光の構造転換に向けた整備課題　　―ハワイを比較軸として― 79 (H 12. 7)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年３月調査） 80 (H 12. 8)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年９月調査） 81 (H 12. 12)

○
データ解説
　　平成１１年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１１年度マンション購入資金利用者調査報告

82 (H 13. 1)

○ 台湾アグロインダストリー調査報告 83 (H 13. 3)
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○ 平成２２年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 (H 24. 4)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 (H 24. 6)

○
２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 (H 24. 10)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 (H 24. 11)

○
沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 (H 25. 2)

○

OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 (H 25. 2)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 (H 25. 6)

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 (H 25. 9)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 (H 25. 12)

○ 平成２４年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 (H 26. 5)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 (H 26. 6)

○
世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 (H 26. 6)

○

県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１３年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 (H 26. 10)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 (H 26. 11)

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 (H 27. 4)

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 (H 27. 5)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 (H 27. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 (H 27. 10)

○
県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１４年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 (H 27. 11)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 (H 27. 11)

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 (H 28. 3)

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 (H 28. 3)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 (H 28. 6)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年９月調査） 147 (H 28. 11)

○
県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１５年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 (H 28. 12)

○
「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心に－ 」
に関する調査報告

149 (H 29. 2)

○
定住・交流人口の維持・増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 (H 29. 5)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年３月調査） 151 (H 29. 5)

○
県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１６年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　リーマンショック直前からの長期推移

152 (H 29. 10)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年９月調査） 153 (H 29. 11)

○
拡大する沖縄経済の下で深刻化する人手不足
　～県内企業への影響と課題への対応～

154 (H 30. 1)

○ 県内小規模企業実態調査報告 155 (H 30. 5)

○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年３月調査） 156 (H 30. 6)

○
教育資金と進学意識に関する調査結果
　　第一部　平成２８年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　進学に対する親と学生の意識調査

157 (H 30. 6)
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○ 沖縄公庫取引先からみた泡盛メーカーの現状と課題について 158 (H 30. 7)

○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年９月調査） 159 (H 30. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析 160 (H 31. 3)
　第一部　２０１７年度県内主要ホテルの稼働状況
  第二部　県内主要ホテルの改装動向

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年３月調査） 161 (R 1. 6 )

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年９月調査） 162 (R 1. 11 )

○ ２０１８年度県内主要ホテルの稼働状況 163 (R 1. 12 )

○ 平成３０年度　沖縄公庫教育資金利用者調査 164 (R 2. 3 )

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年３月調査） 165 (R 2. 6 )

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年９月調査） 166 (R 2.12 )

○ 沖縄県内の物流需給バランスの現状と将来推計について 167 (R 3. 3 )

○ 沖縄公庫取引先の事業承継に関する実態調査 168 (R 3. 3 )

○ ２０１９年度県内主要ホテルの稼働状況 169 (R 3. 6 )

○ コロナ禍における自治体経営の状況と今後の展望 170 (R 3. 6 )

○

「コロナ禍における旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」に関する調査
　第一部　「コロナ禍における日本人旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」
            に関する調査報告
　第二部　「コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向と沖縄が取り組むべき事項」
             ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査
　　　　　　（２０２０年度　新型コロナ影響度　特別調査）より～

171 (R 3. 6 )

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年３月調査） 172 (R 3. 6 )

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年９月調査） 173 (R 3. 10 )

○ ２０２０年度県内主要ホテルの稼働状況 174 (R 3. 11 )

○ 新型コロナウイルス感染症の県内景況に及ぼす影響について 175 (R 4. 2 )

○
令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告
　　第一部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者意識調査

176 (R 4. 3 )

○ ポストコロナ時代に向けた自治体経営の状況と今後の展望 177 (R 4. 5 )

○

コロナ禍における日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査(２０２１年版)
　第二部　コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向調査　【沖縄版】
              ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査
              (第２回 新型コロナ影響度 特別調査)より～

178 (R 4. 5 )

○
「ポストコロナ時代における沖縄観光のあり方」に関する調査
～これからの“旅行牽引世代”の意向を踏まえた観光（観光地）とは～

179 (R 4. 6 )

○ ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年３月調査） 180 (R 4. 6 )

〇 ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年９月調査） 181 (R 4. 11 )

〇 ２０２１年度県内主要ホテルの稼働状況 182 (R 5. 1 )

〇
ポストコロナ時代における沖縄観光の二次交通に関する調査
～レンタカーを利用しない観光客のニーズから考える移動手段～

183 (R 5. 6 )

〇
コロナ禍からの再始動に向けた日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査（2022年度版）
　第二部　訪日外国人旅行者のサステナブルツーリズムへの意向と沖縄観光について

184 (R 5. 6 )

〇 県内都市公園の現況と課題に関する調査 185 (R 5. 6 )

〇 2022・2023年度  設備投資計画調査報告（2023年3月調査） 186 (R 5. 6 )

〇
沖縄振興計画に沖縄公庫が果たしてきた役割
～政策金融にみる20年間（平成14～令和3年度）の沖縄振興～

187 （R5.7）

〇
2022年度県内主要ホテルの稼働状況
　第一部　2022年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　（寄稿）人手不足が県内宿泊施設の稼働に与える影響の試算

188 （R5.10）

〇 2022・2023年度  設備投資計画調査報告（2023年9月調査） 189 （R5.11）

〇
日本人・訪日客の沖縄旅行に関する調査（2023年版）
　第一部　日本人の沖縄旅行に関する調査
　第二部　訪日客の沖縄旅行に関する調査

190 （Ｒ6.6）
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○ 平成２２年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 (H 24. 4)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 (H 24. 6)

○
２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 (H 24. 10)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 (H 24. 11)

○
沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 (H 25. 2)

○

OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 (H 25. 2)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 (H 25. 6)

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 (H 25. 9)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 (H 25. 12)

○ 平成２４年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 (H 26. 5)
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